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※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられてい
る事業

担当課

妊婦健診受診率
（１回目）

99.1％
（Ｈ26）

100％
（Ｈ31）

市健康支援課
調べ

1 97.5%

8週未満の妊娠
届、県外受診者の
増加等が考えられ
る。

特定不妊治療費
助成件数

405件
（H26）

360件
（H31）

市健康支援課
調べ

2 438件

制度の周知が進ん
でいることとH28
年度より年齢制限
が設けられること
による治療数の増
加

3

年に2回、農業後継者の出
会いの場（男女交流会）
を提供し、計38名の参加
があった。
また、計4組のカップルが
成立した。

男女交流会の人数を男
性、女性各15名を目標と
しているが、目標人数に
届いていない。
また、交流会の際に成立
したカップルの、成婚に
至るまでのフォローが無
かった。

参加者募集の広告方法と
して、より周知性の高い
メディアを活用する。
また、平成28年度から｢結
婚アドバイザー｣を設置
し、交流会への参加を通
じてカップル成立への世
話役、成立後の相談役と
してフォローをする。

・農業者パートナー等支援事業 農業委員会

乳幼児医療費助
成事業の継続

継続 継続 市子ども課 4 継続

乳幼児医療費の無
料化を継続して実
施している。

医療費の無料化により、
乳幼児の健全な発育の促
進を図り、子育て世帯の
負担軽減と子育て支援の
充実を図った。

適正受診を推進するため
の注意喚起。

今後も、保護者に対し適
正な受診を行なうよう呼
びかけを行い制度の円滑
な実施に努める。

・乳幼児医療費助成事業 子ども課

母子保健相談延
べ支援件数

252件
(Ｈ26.7～
Ｈ27.3）

320件
（Ｈ31）

市健康支援課
調べ

5 364件

健康支援課に母子
保健コーディネー
ターを配置し積極
的に相談を実施し
た。
H26.7～　2人
H28.4～　7人

・任意の予防接種を実施
するとともに、広報啓発
に努めた。
・妊娠届時の相談、妊婦
健診、産後ケア、発達相
談と切れ目ない支援がで
きている。
・離乳食についての講
話、調理実習など体験型
学習を実施。受講後のア
ンケートでは離乳食に対
する不安や負担の軽減に
つながり一定の成果を得
ている。

・母子支援事業における
地域との連携強化
・離乳食教室を適切な時
期に受講できる体制づく
り。
・在宅の保育士、栄養士
の雇用確保。

・地域の各保健センター
に母子保健コーディネー
ターを配置し、地域の医
療機関等とも連携しなが
らよりきめ細かな支援体
制をとる。
・離乳食の実習ができる
機会は本事業以外にない
ため、回数や運営方法を
検討し事業展開を図る。

・乳幼児等定期予防接種事業
・乳幼児任意予防接種事業
・乳幼児健康診査事業
・みやざき安心子育て包括支援事業
・母子保健コーディネーター配置事業
・母子健康相談事業
・母子訪問事業
・離乳食教室事業
・乳幼児発達相談事業
・小児慢性特定疾病支援事業

健康支援課

健康支援課

乳幼児の健康
の保持と増進

○ 未就学児における医療費の
無料化を継続し、早期に必要な
治療が受けられる環境を整備す
ることで、健康の維持を図る。
○ 定期・任意予防接種を充実
し、感染症の発生やまん延、発
症時の重症化を防止する。
○ 出産前後における必要な知
識や情報の提供のほか、地域の
医療機関等と連携し、乳幼児の
健康診査や保健指導等を実施す
るとともに、母子の健康や乳幼
児の発達に関する相談対応及び
情報提供を行う。

-
H29.3月確定予定

(市民意識調査は,H28.10月実施予定)

結婚・出産支
援の充実

○ 県等の関係機関と連携する
など、結婚を希望する独身者に
出会いの場を提供する。
○ 妊婦検診の充実など、安心
して出産できる環境を整備す
る。
○ 不妊に悩む夫婦に対して、
不妊治療に係る経済的な支援を
行う。

・妊娠届出時に、妊婦健
診について説明するとと
もに、妊婦の様子等を把
握し支援につなげてい
る。
・不妊治療費助成事業の
年齢制限の新設、男性不
妊治療に対する助成の開
始に伴い、周知の徹底に
努め、申請数が増加し
た。

・妊婦健康診断の受診率
向上

・不妊治療助成事業を含
む不妊治療に関する情報
の発信

・安心して出産できる環
境整備のため、母子保健
コーディネーターを配置
し、妊娠届出を母子保健
コーディネーターにより
受付、妊婦健診の重要性
を含めた母子相談の充実
をはかっていく。
・不妊治療助成事業につ
いて医療機関への周知、
ホームページ等による不
妊相談窓口への案内等、
広報に努める。

・出産準備教室事業
・妊婦健康診査事業
・一般不妊治療費助成事業
・不妊治療支援事業

「子育てしやすい地域である」と思う人の割合
66.8％
（H24）

75.0％
（H30）

第三次宮崎市地域福祉計画

　子育て支援の充実

　■ 若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望がかなうように、個人の気持ちを後押しし、選択の幅を広げる取組を推進する。
　■ 子どもたちに幸せの実感が得られるように、親の子育てや家事に対する認識を高め、子育ての時間を豊かにする。
　■ 多様なライフスタイルや社会情勢の変化に柔軟に対応するために、保育環境の充実やスキルの高い保育士の育成を図る。
　■ 学校や地域、ＮＰＯ、企業等の多様な主体との連携などにより、放課後の支援体制を確保し、子どもを安心して預けられる環境を充実する。
　■ 子育て支援施設の有する情報を充実させ、関係機関との連携強化や一元的な対応により、子育て世代が利用したり、相談したりしやすい環境を整備する。
　■ 幼少期から教育を通して、地域資源や社会資源を生かしたキャリア人材を育成し、地域への愛着や関心を高める。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値に対する説明
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※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられてい
る事業

担当課

ファミリー・サ
ポート・セン

ターの活動件数

2,634件
（Ｈ26）

3,134件
（Ｈ31）

宮崎市子ど
も・子育て支

援プラン
7 2,848件

会員数に大きな増
減はなかったもの
の、活動件数が昨
年度に比べ伸びて
いる。
(+214件)

　勤労者が仕事と育児を両
立し、安心して働き続けら
れるとともに、子育て家庭
が安心して子育てができる
ようにするため、育児の援
助を受けたい人と育児の協
力を行いたい人を登録し組
織化した「ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾ
ﾝﾀｰみやざき」を指定管理
により運営する。
・育児援助者養成講習の開
催（年3回）
・会員交流会の開催
・会員ニュースの発行
・小学校を通じた保護者へ
のチラシ（ファミリーサポー
トセンター事業の概要）の
配布

・会員数の増員
・各会員の数的なバラン
スの確保

・事業内容等を市民に対
し広く周知し、会員数の
増加（特に援助会員）に
つなげる。
・生き活き地域子育て活
動応援事業を実施するこ
とにより会員数の増加及
び地域における援助活動
の活性化を図る。

・生き活き地域子育て活動応援事業
・ファミサポ多子・ひとり親世帯支援事業
・ファミリー・サポート・センター運営事業
・男女共同参画センター指定管理料（ファミ
リー・サポート・センター分）

子育て支援
課

8

障がい児を児童発達支援
センター等に通わせて、
日常生活における基本的
な動作の指導、知識技術
の付与、集団生活への適
応訓練等を提供する。
 27年度のべ利用者数
1,456人（医療型50含む）

施設不足による児童発達
支援センターでの待機者
の解消

児童発達支援センター同
士の連携や、保育所等訪
問支援・障がい児相談支
援の活動により障がい児
の困り感の解消を図る。 ・障がい児通所支援事業（児童発達支援ほか）

障がい福祉
課

9

　元気な高齢者が活躍す
る場の創出を通して生き
がいづくりを支援するた
め、宮崎市老人クラブ連
合会事務局に子育て支援
担当職員を配置する。

　元気な高齢者がボラン
ティアとして活躍する場
は限られており、また、
そのような活躍の場につ
いての情報が広く行き
渡っていない。

　今後、ファミリー・サ
ポート・センターなどの
子育て支援について、宮
崎市老人クラブ連合会事
務局を通して、老人クラ
ブ会員及びその他の高齢
者向けに広く周知を行
う。

・生き活き地域子育て活動応援事業 長寿支援課

市民ニーズの的確な把握
に努め、保育の量が不足
している地域について
は、今後も利用定員の増
や保育所・認定こども園
等の施設整備、新たな保
育施設の認可など、重点
的に取り組むこととし
た。
　また、保育を必要とし
ている市民に対する情報
が不足していることか
ら、今後更に、ホーム
ページや市広報紙など
様々な媒体により周知広
報を行うとともに、必要
とされる情報の提供体制
の充実を図っていく。

・私立保育所運営費
・認定こども園施設型給付事業
・小規模保育事業等地域型給付事業
・保育所緊急整備事業（待機児童解消加速化プラ
ン）
・保育所等整備交付金事業（待機児童解消加速化
プラン）
・認定こども園整備補助事業（待機児童解消加速
化プラン）
・認定こども園整備交付金事業（待機児童解消加
速化プラン）
・事業所内保育アドバイザー派遣事業
・幼稚園一時預かり事業
・一時預かり事業費補助事業
・延長保育促進事業
・病児保育事業
・私立保育所運営費補助事業
・障がい児保育事業費補助事業
・保育教諭確保のための資格併有促進事業
・認可外保育施設健康診断補助事業
・認可外保育施設従事者研修費補助事業
・宮崎市保育団体補助事業
・保育士再チャレンジ研修
・幼稚園施設型給付事業
・私立幼稚園就園奨励費補助事業
・多子世帯私立幼稚園入園料助成事業
・私立幼稚園障がい幼児保育事業
・私立幼稚園健康診断補助事業
・宮崎市幼稚園協会補助事業

子ども課

115人
（H28）

ただし、空
き待ち児童
とは別に待
機児童が64
人生じた。

施設整備等により
量の拡充を図って
いるが子ども・子
育て支援プランの
目標値には届いて
いない。
なお、施設整備の
遅れにより、定員
増がH28.4に間に
合わなかったもの
があるが、年度途
中でも完成次第定
員増を行い、受け
入れを開始する予
定である。

増加する保育ニーズに対
応するため、待機児童加
速化プランを活用した保
育所の新設や、増改築整
備補助を行うと伴に、既
存の保育所の定員増や認
定こども園への移行、地
域型保育の新設等によ
り、更なる保育の量の拡
大に努めた。

保育の量の確保を目的と
して、定員増や施設整
備、認定こども園への移
行等を行ったが、地域に
よっては、依然として年
度後半に向けて希望する
保育所等に入所できない
児童がいる。

多様な教育・
保育サービス
の提供

○ 認定こども園への移行の推
進のほか、地域との連携を含め
て、多様な就労形態に応じた保
育サービスの充実を図るととも
に、保護者の保育に係る経済的
な負担の軽減、一時的な保育の
利用や特別な支援が必要な子ど
もに対応した保育環境づくりに
努める。
○ 関係団体と連携した就職説
明会や研修等を開催し、保育士
等の人材確保や質の向上を図
る。

保育所等の空き
待ち児童数

164人
（Ｈ27）

50人
（Ｈ31）

市子ども課調
べ

6
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※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられてい
る事業

担当課

地域や社会をよ
くするために何
をすべきかを考
えることがある
と回答した生徒

の割合

35.8％
（Ｈ27）

40％
（Ｈ31）

全国学力・学
習状況調査
（文科省）

11 －

平成27年度の数値
を計画策定時の現
況数値としている
ため、平成27年度
の実績数値は、計
画策定時と同数値
となる。

各中学校区ごとに「学校
関係者評価委員会」を実
施し、地域と連携した学
校づくりを推進した。ま
た、全中学校２年生を対
象に３日間以上の職場体
験学習を実施し、キャリ
ア教育の推進を図ること
等を通して、地域と連携
した教育活動が推進され
た。

児童生徒の発達段階に応
じたキャリア教育を推進
していくためには、学
校・家庭・地域・企業等
が連携した取組が必要で
ある。

キャリア教育の充実を図
るために、関係課の連携
による学校・家庭・地
域・企業等のネットワー
クづくりを図る。 ・いじめ防止対策推進事業

・不登校児童生徒対策事業
・小中学校スクールカウンセリング等事業
・職場体験学習「夢ワーク２１」推進事業
・地域による学校評価推進事業

学校教育課

12

　放課後に小学校低学年
児童の受入事業を実施す
る私立認可保育所に対し
て、事業費の一部を補助
する。19施設で実施。

利用者数は増加傾向にあ
るため、事業実施箇所数
の増加に努め、利用者の
増加に対応する必要があ
る。

この事業が放課後児童の
安全の確保の場の一つと
なっているため、利用者
の増加を図りながら、引
き続き補助を実施する。
　なお、平成28年度から
受入対象を小学校6年生ま
で拡充する。

・地域活動事業費補助事業 子ども課

13

　児童厚生員の指導のも
と、主に乳幼児（保護者
を含む）から小学生まで
の児童を対象に、遊戯室
や図書室等を活用して、
安全かつ健全な遊び場を
提供する。

施設の老朽化 　施設評価における経営
の方向性として、子育て
支援の質の更なる向上に
努めるとともに、平成31
年度までに、施設の老朽
化対策を勘案した骨太施
策を構築する。

・児童館・児童センターの管理運営
子育て支援

課

14

障がい児通所施設におい
て、授業の終了後または
休業日に生活能力の向上
のために必要な訓練、社
会との交流の促進などを
行った。
※H27年度延べ利用者数
4,767人

利用希望者のニーズに応
じた適正なサービスの提
供

相談支援事業者と連携し
ながら、サービスの必要
性や適否等を勘案したう
えで、他の日中活動系
サービスの支給量等も考
慮しながら支給決定を行
う。

・障がい児通所支援事業（放課後等デイサービ
ス）

障がい福祉
課

15

内容
教育情報研修センターに
タブレットを導入し、教
育現場にて有効に活用で
きるよう、検証を行う。

成果
平成３０年に行う情報機
器の更新において、教育
現場にとって有益な情報
機器を導入する。

教職員の情報機器活用に
関するスキルの向上

研究員研究等も含め、現
場の教職員の意見を反映
しながら検証を行ってい
く。

・タブレット導入事業
教育情報研
修センター

・年々増加する児童クラ
ブの待機児童解消。
・学校支援ボランティア
としての人材発掘や、放
課後子ども教室コーディ
ネーターの高齢化による
後継者の育成。

・保護者の子育てと仕事
の両立を支援するため、
児童クラブの利用希望者
を把握し、施設整備等に
より定員枠拡大を図る。
・学校支援コーディネー
ターと連携し、学校支援
ボランティアとなる人材
の発掘に努める。
・放課後子ども教室関係
者に対する研修を実施
し、コーディネーターと
なる人材の育成及び発掘
に努める。

・地域と学校の連携による教育活動支援事業
・児童クラブ運営事業
・放課後子ども教室推進事業
・ふるさと文化学習支援事業

生涯学習課10 3,139人

目標値3,086人を
上回っている。

・定員枠拡大のための整
備を行った児童クラブで
は、待機児童をほぼ解消
した。
・6小学校区に学校支援
コーディネーターを配
置。うち1校で人材が育
ち、28年度はモデル校区
から外した。
・地域住民参画のもと、
放課後や週末に学校施設
や公民館を活用して、放
課後子ども教室を実施
し、子どもたちが小学校
毎のさまざまな活動に参
加した。

学校教育・放
課後児童対策
の充実

○ 放課後児童クラブの定員拡
大を図るとともに、すべての児
童が利用できる放課後子ども教
室や児童館等の事業のほか、地
域と連携することで、児童に安
全で安心な放課後等の居場所を
確保し、保護者の仕事と子育て
の両立を支援する。
○ 小中学校の教職員のいじめ
問題への対応に関する研修会、
不登校の児童生徒に対する相談
や適応指導を適切に行い、いじ
めや不登校の未然防止及び早期
の対応を図る。
○ 小学校や中学校の教育課程
において、ＩＴの活用をはじ
め、地域のコミュニティや産業
等と連携した体験学習やキャリ
ア教育等の充実を図る。

児童クラブの利
用者数

3,139人
（Ｈ27）

3,666人
（Ｈ31）

宮崎市子ど
も・子育て支

援プラン
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主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 目標値 出典等 No. 実績値 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性
主要施策に関連する事務事業など

※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられてい
る事業

担当課

地域子育て支援
センターの延べ
利用者数

131,842人
（Ｈ26）

353,556人
（Ｈ31）

宮崎市子ど
も・子育て支

援プラン
16 137,372人

利用者数が昨年度
に比べ伸びてい
る。
(+5,530人)

地域の子育て家庭に対す
る育児支援を図るため、
子育て親子の交流の場の
提供、育児不安等への相
談・援助、育児に関する
情報の把握・提供、親子
講座等を実施する。

・子育て家庭等に対する
サービス内容等の確実な
情報提供
・平日以外の開設等多様
化する利用希望への対応

・市広報や子育てナビ等
を活用した情報周知の徹
底
・各地域子育て支援セン
ターに対する土曜、日曜
日開設の呼びかけ
・利用者からの要望等の
取りまとめ及び対応策の
検討

・子育て支援センターの管理運営
子育て支援

課

障がい児相談支
援延べ利用者数

1,248人
（Ｈ26）

2,150人
（Ｈ31）

市障がい福祉
課調べ

17
1,111人
（H27）

同一児の件で複数
回相談する利用者
が減っていると思
われ、スムーズな
支援体制が確立さ
れてきている。引
続き相談受入体制
及び支援機能の充
実を図る。

身近な地域で支援を行う
児童発達支援センター等
に専門職を配置し、地域
における支援機能の充実
を図ったり、在宅障がい
児の家庭への訪問や外来
の方法で、在宅障がい児
や保護者に対して助言・
支援を行い、健康診断等
も実施。また、児童発達
支援事業および障がい児
保育所などの職員に対
し、療育に関する技術的
助言および支援を行っ
た。

保護者や教育機関等の関
係者との密な連携支援に
おいては困難を極めるも
のも多く、対応できる専
門職員やスキルの不足。

基幹相談支援センターが
相談支援専門員に対し、
障がい児支援研修や事例
検討会等を実施するな
ど、スキルアップを図
る。

・総合発達支援センター指定管理料
・障がい児通所支援事業（障がい児相談支援）
・宮崎市障がい者基幹相談支援・虐待防止セン
ター事業（療育等支援事業）
・乳幼児期介護者サポート事業

障がい福祉
課

18

子育て中の親が育児相談
等の支援事業を活用する
ことで、育児への不安や
悩み等が緩和され、育児
の負担感の軽減に取り組
んだ。

子育て中の保護者が地域
の中で孤立し、子育てへ
の不安や負担感が増大し
ないようにする必要があ
る。

宮崎市子ども・子育て支
援プランをもとに各種施
策を着実に実施してい
く。情報が、子育て家庭
だけではなく、それを支
える地域住民等に対して
も幅広く周知されるよ
う、広く情報の周知に努
める。

・子育て支援サービス利用支援事業
・ペアレントトレーナー養成講座開催事業
・跡江保育所子育て支援拠点事業

子ども課

子育て相談機
能の充実

○ 地域子育て支援センターの
職員の専門性を高め、情報の充
実を図るとともに、保健所や保
健センター等の関係機関との連
携を強化し、相談体制を充実さ
せる。
○ 総合発達支援センターなど
発達に障がいのある児童の受け
入れ施設の充実や、関係機関と
の連携を強化し、早期療育体制
の強化に努めるとともに、早期
相談や早期支援において、重要
な役割を果たしている専門職員
に対し、研修の機会を提供する
など、人材のスキル向上を図
る。
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重点項目
基本的
方向

実績値 担当課

45.4%
(H27.11調査)

保健医療課

＿ 長寿支援課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 目標値 出典等 No. 実績値 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性
主要施策に関連する事務事業など

※下線付きは都市圏ビジョンに位置付け
られている事業

担当課

高次医療サー
ビスの提供

○宮崎市郡医師会病院の宮崎西
インターチェンジ周辺への移転
を支援し、地域の救急医療の中
核的な機能の向上を図るととも
に、災害時における救急患者の
受け入れや被災地の医療機関の
支援体制を確保する。

宮崎市郡医師会
病院の移転支援

の実施
－ 実施 市都市計画課 19 実施

宮崎市郡医師会病院
の移転に向けて、移
転先の造成等にかか
る検討を実施してい
る。

造成にかかる基本設計を
市議会、住民説明会等を
経て作成。

病院移転の早期実現を図
るため、円滑な都市計画
決定等の手続き、早期の
用地買収着手を行う必要
がある。

平成28年度中に都市計画
決定し、事業認可申請を
行う。

・宮崎市郡医師会病院の移転支援 都市計画課

夜間急病セン
ター開設日数

365日
（H26）

365日
（H31）

市保健医療課
調べ

20
366日
（H27)

地域医療の安定的な
提供体制に努め、市
民が安心して必要な
ときに良質かつ適切
な医療サービスを受
けられるよう、休日
や夜間における初期
救急医療体制を確保
した。

・休日夜間に発症した
救急患者の医療を確保
するため、各種救急
医療事業を実施した。

・救急医療を担う医療機
関の医師の確保が困難と
なってきている。
・本市では、この10年
間、新たな産科医の開業
もないため、将来に亘っ
て産む場所の確保するた
めの取り組みを進めるこ
とが求められる。

・宮崎市郡医師会等の関
係機関と連携して、休日
や夜間における初期救急
医療体制の確保に努め
る。
・産科医療機関の継承支
援など、分娩を取り扱う
医師をバックアップする
体制の整備等に取り組
む。

・共同利用型病院運営費補助事業
・在宅当番医制業務委託事業
・夜間急病センター小児科管理運営事業
・夜間急病センター管理運営事業
・宮崎市夜間急病センター指定管理料
・宮崎歯科福祉センター利子補給事業
（宮崎歯科福祉センター運営補助事業）
・産科等医療機関開設及び継承支援事業

保健医療課

集団健康診査受
診者数

57,605人
（H26）

58,000人
（H31）

市健康支援課
調べ

21
43,161人
（H27）

胃がんリスク検査や
子宮がんＨＰＶ検査
を導入するなど、健
診結果によっては受
診間隔が３～５年に
なる健診もあり、受
診者数の減少はやむ
を得ない。

個別健康診査受
診者数

52,609人
（H26）

60,000人
（H31）

市健康支援課
調べ

22
61,511人
（H27）

計画策定時の現況か
ら約9,000人増加し
ており、目標値を上
回っている。

特定健診受診率
22.8％
（H25）

35.0％
（H31）

市国保年金課
調べ

23 -

H28.11月確定予定
(速報値)

①特定健診・保健指導対
象者の拡大（35歳以上か
らの年齢の引き下げ）
②医療及び健診未受診者
への個別訪問(約4,200件)
③集団健診実施日数の拡
大(実施回数及び土日実施
増)
④健診未受診者への電話
による受診勧奨
（ｺｰﾙｾﾝﾀｰ約19,500件）

国保医療費を圧迫する生
活習慣病の重症化予防を
積極的に取り組むため、
特定健康診査実施率向上
に向けた一層の取り組み
が必要である。

・健診未受診者への受診
勧奨の更なる取り組み。
・特定健診受診率向上を
図るための対策を関係機
関等と協議・検討する。
・特定健診受診後の魅力
ある特定保健指導を検討
し、特定健診の継続受診
者を増やす。

・特定健診・特定保健指導事業 国保年金課

24

地域診断に基づき、各地
区の特性に応じた保健活
動を展開した。

市民の健康課題、ニーズ
等を的確に捉え、より効
率的・効果的な事業推進
のあり方を検討する必要
がある。

地域や企業・団体等との
連携を強化し、市民の健
康に対する意識を向上さ
せる社会・生活環境の醸
成を図る。

・健やかなまちづくり事業
医療介護連

携課

健康支援課

特定健診との同時実施
や、協会けんぽとの合同
健診を取り入れており、
市民が受診しやすい健診
に取り組んでいる。

国の目標では受診率50％
（胃・肺・大腸は当面
40％）となっているが、
宮崎市の受診率は20％前
後と低い値になってい
る。

健診方法の見直しや受診
率の高い市町村の取組を
取り入れ、受診率の向上
と市民がより受診しやす
い健診としていく。

・集団健康診査事業
・個別健康診査事業
・がん検診推進事業
・働く世代の女性支援のためのがん検診
推進事業
・健康みやざきマイレージ事業
・どこでもロコモ予防事業

地域医療サー
ビスの確保

○県や関係団体等と連携し、医
師や看護師等の育成と確保を図
るとともに、地域医療の安定的
な提供体制を維持する取組を推
進する。

○宮崎市郡医師会等の関係機関
と連携して、在宅当番医制や夜
間急病センターの運営など、休
日や夜間における初期救急医療
体制を確保する。

○市民の健康やロコモ予防に対
する意識の向上や各種健（検）
診の受診を促進するとともに、
地域ごとの人口分布や社会資源
の状況などの地域診断をもと
に、地域の特性に応じた保健事
業を実施し、市民の健康増進や
生活習慣病等の予防を推進す
る。

医療体制・施設に満足している人の割合が微増した。

いつまでも在宅で生活したいと思う人の割合
65.4％
（H25）

70.0％
（H31）

市民意識調査
（日常生活圏域ニーズ調査）

次の市民意識調査はH29.1頃に実施予定。

医療体制・施設に満足している人の割合
45.1％
（Ｈ26）

50.0％
（H31）

市民意識調査

医療・福祉の充実

■ 地域災害拠点病院２である宮崎市郡医師会病院が十分な機能を発揮できるようにする。
■ 市民が安心して医療サービスを受けられるように、医師や看護師等の人材の育成や確保を図り、安定した医療提供体制を構築する。
■ 介護ニーズに適切に対応するため、介護に係る人材の育成を図るととともに、有資格者の就業に向けた取組を促進する。
■ 地域資源を有効に活用するとともに、地域や高等教育機関３等との連携により、予防に重点を置いた取組を推進する。
■ 医療、介護、予防、生活支援、住まいにかかわる多様な主体が連携して、高齢者の住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステム４を構築し、その取組を推進する。
■ 地域における医療や福祉の相談等の支援体制を確保するため、関係機関や公共施設等の機能の連携を強化するとともに、複合的な相談機能等の向上を図る。
■ 高齢者の地域や社会活動への参加に対して、インセンティブを働かせる取組を推進する。
■ 障がい者やその家族の地域生活における継続性を確保するとともに、障がい者の自立と社会参加を促進する。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値に対する説明
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主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 目標値 出典等 No. 実績値 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性
主要施策に関連する事務事業など

※下線付きは都市圏ビジョンに位置付け
られている事業

担当課

地域ケア会議の
開催数

74回
（Ｈ26）

93回
（Ｈ31）

市長寿支援課
調べ

25
103回

（H27）

目標値を上回る回数
開催できた。

全地域への生活
支援コーディ
ネータ－の配置

－
13人

（Ｈ31）
市長寿支援課

調べ
26

9名配置
（平成28年5
月1日現在）

引続き、残り4名の
採用に向けて取り組
む。

認知症サポー
ター数

17,406人
（Ｈ26）

25,000人
（H29）

市長寿支援課
調べ

27
22,622人
（H27)

認知症サポーター数
は着実に目標値に近
づいている。

29

医療と介護の双方を必要
とする高齢者が、住みな
れた地域で自分らしい生
活を送れるように、在宅
医療と介護の一体的な提
供を目指し、地域の医
療・介護関係者による地
域協議会を設置した。ま
た地区別に協議会を開催
し、地域の在宅医療と介
護の関係者の顔の見える
関係作りを図る取組みを
行った。

在宅医療・介護連携推進
事業について理解を深
め、それぞれの地区や立
場における課題等につい
て議論を進めていく必要
がある。

平成２９年度からの本事
業の本格的な実施に向
け、関係機関等との情報
共有や協議等を進めてい
く。

・在宅医療・介護連携推進事業
医療介護連

携課

障がい者相談支
援延べ利用者数

5,660人
（Ｈ26）

11,844人
（Ｈ31）

市障がい福祉
課調べ

31
7,017人
（H27）

引続き円滑な相談支
援のサービス提供に
取り組む。

障がい福祉サー
ビスの支給決定

者数

3,409人
（Ｈ26）

4,230人
（Ｈ31）

市障がい福祉
課調べ

32
3,496人

(Ｈ27.4.1)

サービスの支給決定
者数は年々増加して
おり、訓練等給付の
支給決定者数も増加
している。

企画政策課

障がい者の自
立と社会参加
の促進

○障がい者に創作的活動や生産
活動の機会のほか、就労に向け
た訓練等のサービスを提供し、
障がい者の自立と社会参加を促
進する。

○障がい者基幹相談支援・虐待
防止センターを拠点に、各種福
祉サービスの相談や利用支援等
を行い、障がい児者とその家族
の地域生活を支援する。

・障がい福祉サービスと
して、自立訓練、就労移
行支援、就労継続支援等
のサービスを提供した。

・障がい者基幹相談支
援・虐待防止センターや
地域活動支援センターⅢ
型等の運営を社会福祉法
人に委託し、各種福祉
サービスの相談や利用支
援等を行った。

利用希望者のニーズに応
じた適正なサービスの提
供や相談支援体制の確保

・相談支援事業者と連携
しながら、サービスの必
要性や適否等を勘案した
うえで支給決定を行う。

・障がい者基幹相談支
援・虐待防止センター等
と連携し、相談支援体制
の充実を図る。

・地域活動支援センターⅢ型事業
・障がい者総合支援福祉サービス事務事
業
・宮崎市障がい者基幹相談支援・虐待防
止センター事業
・障がい福祉サービス事業
・障がい者工賃向上支援事業

障がい福祉
課

地域コミュニティ活性
化・ＩＪＵ推進ＰＪと、
地域まちづくり振興部会
との合同会議において、
包括ケアシステムの構築
の中で、高齢者向けの住
宅サービスと地域とのあ
り方について、検討する
こととしている。

高齢者向けの多様な住宅
サービスの提供が進んで
おり、地域との関係が希
薄になっているところが
見られる。

高齢者の住宅サービスと
地域との連携について、
地域包括ケアシステムを
構築していく中でそのあ
り方を明確にする。 ◆ＣＣＲＣの取組の検討

・認知症ネットワークケア推進事業
・介護認定審査会共同運営事業

介護保険課

30

・アセスメントツール
「センター方式」を活用
した認知症ケアマネジメ
ントに関して、研修会を
事例ごとに開催し、利用
者本位の支援、介護サー
ビス提供事業所等の質の
向上を図る。また、地域
包括支援センター、主任
協力員・協力員ととも
に、事業の展開について
検討・評価を行い、研修
会等において主任協力
員・協力員の指導能力の
向上を図る。（27年度34
回開催）
・介護認定審査会開催実
績　401回

利用者本人が可能な限り
自立し望む生活を送る事
ができるよう、研修を通
して、介護従事者をはじ
めとする支援者が連携
し、ともに考え、よりよ
い気付きや視点をもてる
ような働きかけが必要。
支援者全体で質の向上を
図る必要がある。目に見
える介護サービス向上に
つながるのに時間を要
す。

介護サービス提供事業所
が、確実に段階的なサー
ビスの質の向上が図れる
よう、研修受講者の段階
に応じた助言を行ってい
く。また、研修を通して
助言指導を行う主任協力
員・協力員のスキルアッ
プがはかり、ケアマネジ
メントを通じて今後も認
知症ケアマネジメントの
質の向上及び地域包括ケ
アシステムの構築に向け
て、さらに事業内容の充
実・展開を図る必要あ
り。

28

地域包括ケア
システムの構
築

○地域の医療や介護等に関係す
る団体や機関が情報を共有し、
連携して取り組める環境を整備
することで、在宅医療や介護の
一体的な提供を図るとともに、
認知症のケアをはじめ、多様な
生活支援や介護予防サービス等
が利用できる仕組みを確立す
る。

○高等教育機関との連携など、
介護予防に重点を置いた取組を
推進し、高齢者の健康増進を図
る。

○関係団体等と連携し、介護に
係る人材の育成や質の向上等を
図るとともに、人材の定着に向
けた取組を検討する。

○高齢者の福祉施設等における
ボランティア活動や地域におけ
る生活支援の取組などを支援
し、高齢者の社会参加を促進す
る。

○地域資源や特性を生かし、富
裕層の若年高齢者を呼び込むな
ど、地域の活性化に寄与するＣ
ＣＲＣの取組を検討する。

・地域包括ケアシステム
構築のため、各地域自治
区ごとに地域ケア会議を
開催し、２０２５年に向
けた地域包括ケアのまち
づくりをスタートさせ
た。
現状・課題の把握
１７／２１地区
・出前講座等による周知
にも努めた。

地域ケア会議や出前講座
等で周知を図っている
が、なかなか意識の醸成
が図られていないため、
これまで以上の取組みが
課題である。

・引き続き、各地域自治
区ごとに地域ケア会議を
開催
・「地域包括ケアシステ
ム情報誌（いきがいどＢ
ＯＯＫ２）」の作成・配
付による周知
・市広報等を通じた周知

・認知症ケアパス作成・普及事業
・認知症カフェ等推進事業
・認知症初期集中支援チーム推進事業
・認知症地域支援推進事業
・宮崎いきいき健幸体操普及事業
・地域包括支援センター運営事業
・生活支援体制整備等事業
・家族介護者交流事業
・成年後見制度利用支援事業
・認知症高齢者支援事業
・介護支援等ボランティア制度事業
・生き活き地域活動応援事業

長寿支援課
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重点項目
基本的
方向

実績値 担当課

－ 環境保全課

3世帯 企画政策課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 目標値 出典等 No. 実績値 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性
主要施策に関連する事務事業など

※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

空き家バンク
登録件数（累

計）
－

1,000件
（H27～
H31）

市住宅課調
べ

33 0件

空き家バンクシス
テムの構築を行っ
た。現在、バンク
に登録する空き家
の選定を進めてい
るところである。

平成27年度に空き家バンクシス
テムの構築を行い、情報提供の
環境を整備した。
また、青島地域モデル事業で家
賃補助認定(7件)と解体補助(1
件)を行い、空き家の流通促進
を図った。

空き家バンクに登録できる空き
家の発掘と、空き家バンクを運
用するために不可欠な関係団体
等との協力関係を築くこと。

関係団体等と連携を図ること
で、多くの空き家を空き家バン
クに登録し、中古住宅等の流通
を促進する。
また、まちなか地域モデル事業
により、まちなかの活性化と企
業誘致促進を図る。

・空き家等対策推進事業
・空き家等対策推進事業（まちなか地
域モデル事業）

住宅課

34

　補助要綱を策定し、集会施設
を有しない自治公民館組織など
に対し、制度の周知も兼ね、施
設の整備意向に関する聞き取り
調査を実施した。しかしなが
ら、空き家バンクの公開がなさ
れていないこともあり、補助実
績はゼロであった。

　事業主体が自治公民館組織で
あることから、公民館として活
用可能な物件が見つかったとし
ても、地元の合意形成、予算措
置などに一定の期間を要し、計
画的な事業実施が困難な状況に
ある。
　空き家バンクが未公開であ
る。

　青空公民館等を中心に、制度
の周知に努めるとともに、借家
活用の意向を示している自治公
民館組織等に対し継続的なフォ
ローを行ない、本制度の活用が
図られるよう努めていく。

・空き家再生補助事業（自治公民館改
修）

地域コミュ
ニティ課

スマートシ
ティの取組の
推進

○気候の特性を生かし、住宅用
の太陽光発電システムの設置に
要する費用の負担を軽減するな
ど、再生可能エネルギーの有効
な活用を図る。

○独自の環境マネジメント規格
に基づいて、環境に配慮した活
動を行う事業者の環境マネジメ
ントシステムの構築を支援・認
証することで、事業者の自主的
な環境保全活動を推進する。

みやざきエコ
アクション認
証登録事業者

数

166事業者
（Ｈ26）

230事業者
（Ｈ31）

市環境保全
課調べ

35 173

伸びが鈍ってい
る。

・ＨＰと周知用のチラシを見や
すく改善した。
・環境業務課開催の“事業所ご
み減量研修会”にて、約150社
の参加者に対し周知を行った。

・認証事業者の伸びが、年々鈍
化している。
・認証事業者が、建設業に極端
に集中（63％）している。

・認証事業者のメリットを検証
し、建設業に偏らず幅広い事業
者に魅力を感じて登録数の伸び
に繋げられるよう、他自治体の
類似制度等研究し、数年かけて
制度の再構築を行いたい。

・みやざきエコアクション認証制度事
業
・太陽エネルギー利用機器導入促進事
業

環境保全課

自主防災組織
の結成率

81.4％
（Ｈ26）

85.0％
（Ｈ31）

市危機管理
課調べ

36 83.60%

新規結成自治会が
１7自治会増加

地域防災コーディネーターを2
名から４名に増員し、各地域で
のきめ細やかな防災相談を実施
するとともに、未結成自治会に
対し結成の勧誘を行なった。

結成率は順調に推移しているも
のの、既存の組織の活動の停滞
が見られる。

　

・地域防災リーダー育成支援事業
・災害時備蓄品整備事業
・大規模災害時備蓄品整備事業
・総合防災訓練事業

危機管理課

消防団の充足
率

94.9％
（Ｈ26）

97.0％
（Ｈ31）

市消防局総
務課調べ

37
95.5%
（H28）

消防団の充足率も
伸び、広域消防も
適正な運用ができ
ている。

消防団の実践的な訓練等によ
り、育成強化を図った。２町と
の消防連絡協議会の開催や合同
訓練等により連携を図った。

消防団の充足率のアップや若い
世代の確保必要である。また、
災害の実態に即した継続的な訓
練の実施も必要である。

常備、非常備の連携を強化する
ことにより、地域防災力の向上
につなげるとともに、広域での
更なる連携強化を図っていく。

・非常備消防活動事業
・広域消防運営事業

消防・総務
課

38

14の自主防災組織に対して防災
資機材の交付を行った。（交付
率97.7%）また、349組織
（14,942名)において訓練を実
施した。

交付した資機材を有効に活用し
た、より実践的な訓練の実施が
必要である。

災害時に自主防災組織が中心と
なり地域を守る活動が行えるよ
う実効性を高めていく。

・自主防災力向上対策事業
消防・警防

課

既存ストック
の有効活用

○関係団体等と連携して、空き
家物件の情報収集や提供を行う
ほか、空き家バンクを運営する
とともに、地域振興に資する事
業への空き家の活用や、モデル
地区を設定して、空き家の改修
費や家賃等に要する負担を軽減
するなど、中古住宅の流通の促
進を図る。

防災対策の推
進

○地域における防災リーダーの
育成や、防災訓練を実施するな
ど、市民の防災意識を高めると
ともに、消防団組織の充実強化
を図るほか、災害時における備
蓄品の配備や、自主防災組織に
必要な資機材を整備し、災害時
の避難者等への支援体制を確保
する。

○警防、予防、救急、救助等の
各分野の充実を図り、適切に広
域消防を運営するとともに、資
機材等を整備することで、広域
消防体制の強化を図る。

H28.8頃公表予定

移住世帯数（累計） －
100世帯

（H27～H31）
市企画政策課調べ

H27.12に開設した移住センターでは、相談件数も多く、移住に結び
ついている

太陽光発電設備余剰電力導入容量
46,623kw
（H26）

66,233kw
（H31）

資源エネルギー庁調べ

居住環境の充実

■ 空き家等の既存ストックの流通を促進するとともに、地域振興など他の施策と連携した取組を推進する。
■ 再生可能エネルギーを有効に活用し、域内における多様なエネルギーの効率的な運用を図る。
■ 安定した消防体制を構築するとともに、地域防災のリーダーとなる人材の育成、防災や減災に適切に対応する環境を整備する。
■ ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上を図るとともに、環境美化や河川浄化の取組を推進する。
■ 森林の保全を図るとともに、木材の多面的な活用を推進する。
■ 地域活動や市民活動を担う人材を育成するとともに、相互に活動内容を共有し、多様な主体の連携を促進することで、地域の活性化を図る。
■ 各地域のまちづくりの方向性である地域魅力発信プランに即した取組を支援するとともに、ソーシャルビジネス１０やコミュニティビジネス１１等の視点を含めた取組を推進し、自立性の高いコミュニティの
形成を図る。
■ 関係機関や関係団体が連携して、移住希望者が求める情報提供や地域の魅力発信を行うとともに、移住後のフォローアップ等の支援体制を強化する。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値に対する説明
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A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 目標値 出典等 No. 実績値 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性
主要施策に関連する事務事業など

※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

市民１日１人
あたりのごみ
の排出量

983ｇ
（Ｈ26）

983ｇ
（Ｈ31）

市廃棄物対
策課調べ

39 993g

目標値は、第三次
宮崎市一般廃棄物
処理基本計画（H30
～39）の策定前の
暫定的な値であ
り、第二次宮崎市
一般廃棄物処理基
本計画（H20～29)
の年次目標値
（994g）は達成し
ている。

ごみ分別説明会や啓発活動の実
施を通し、ごみの減量化を図っ
た。

ごみ減量等に関する市の施策の
理解度について、市民間で差が
ある。

本市の取り組みや施策が市民に
周知できるよう啓発活動を推進
する。

・エコクリーンプラザみやざき運営委
託事業

廃棄物対策
課

宮崎市産材関
連事業を活用
した住宅戸数
（累計）

21棟
（Ｈ26）

100棟
（H27～
H31）

市森林水産
課調べ

41
16棟

（H27)

要望件数は２０件
を超え、目標値に
近づいている。な
お、２７年度は4件
の取り下げあり。

植林面積
154㏊

（Ｈ26）
170㏊

（Ｈ31）
市森林水産

課調べ
42

172ha
(H27)

植林面積自体は増
加しているが、伐
採した面積に対す
る植林面積の割合
は低下している。

伐採面積
326㏊

（Ｈ26）
340㏊

（Ｈ31）
市森林水産

課調べ
43

418ha
(H27)

木材需要の増加に
伴い、伐採面積の
伸びが著しい。

45

市は「石崎川水系」の浄化推進
協議会を主催し、「一ツ瀬川水
系」の濁水対策協議会にも参加
している。稚魚放流イベントや
上流ダムにおける濁水軽減対策
視察などを通じ河川浄化推進･
啓発活動を行った。

九電による杉安ダム放流溝改修
工事は浸水事故による工事見直
しにて工期延長となっており、
一ツ瀬川放流水改善は来年度以
降となる。

河川浄化推進員、関係自治体、
団体等と連携し、引き続き両河
川浄化活動を行う。

・河川浄化対策事業
佐土原・地
域総務課

・ごみ減量とリサイクルの目的
は何かをわかりやすく説明し、
目的意識を持たせることが必要
である。

・本市の取り組みや施策が市民
に周知できるよう啓発方法の効
率化を図る。
・自治会から選出される分別大
使制度や分別説明会の開催、資
源物集団回収等の地域に密着し
た取り組みを推進していく。

・ごみ減量啓発事業
・家庭系生ごみ減量促進事業
・資源物集団回収推進事業

環境業務課

森林水産課

44

・分別説明会、地区文化祭等の
イベントでの啓発は、キャラク
ターを活用し更に親しみやすい
活動を実施した。また、市が委
嘱している21名のごみ減量アド
バイザーや自治会から選任され
市で登録している分別大使によ
り、地域に根付いた啓発活動を
実施した。
・自治会へのちらし等を通じご
み減量効果の広報を行った。
・生ごみの自家処理を推進。
・資源物（古紙・古布・缶・び
ん・家庭用廃食用油）集団回収
を実施。

市産材の利用拡大や森林保全に
努めることにより、林業の振興
及び公益的機能の発揮を図るこ
とができた。

高齢化による担い手不足によ
り、植林が進まない。
植林がなされなければ山が荒れ
るだけでなく、公益的機能の維
持が困難となる。

森林の集約化や共同作業化を推
進するための支援を行い、循環
型林業の確立を図る。

・宮崎市産材需要拡大推進事業
・宮崎市産材利用促進事業
・新しい森づくりモデル事業
・間伐・植林促進強化対策事業

・公共用水域の常時監視結果
は、水質に大きな変化もなく横
ばいの状況で推移しているが、
今後も測定計画に基づく常時監
視を実施し、水質状況の把握を
していく必要がある。
・事業所の立入検査について、
計画的に実施し、事業主の啓発
に努めていく必要がある。
・大淀川を初め市内の各河川の
水質は、年々改善されてきてい
る。更なる水質改善のために、
大淀川上流域での河川浄化の取
組を強化していく必要がある。

・公共水域の環境基準を維持で
きるよう関係機関と連携して取
組んでいく。
・今後とも事業所の立入検査を
計画的に実施する。
・地域住民や事業者が主体と
なった河川浄化の取組を連携し
て支援していく。
・国・県・流域自治体との連携
を強化し、更なる水質改善に向
けた大淀川上流域の河川浄化の
取組を要請していく。

・こども５Ｒ学習事業
・河川浄化対策事業
・水質汚濁防止対策事業

環境保全課40
100%

（Ｈ27）

公共用水域の水質
測定地点のBOD値
は、いずれも環境
基準値以下となっ
ている。

・公共用水域（43地点）の常時
監視を実施し、水質状況を把握
した。
・事業場への立入調査を実施
し、規制基準の遵守を指導徹底
した。
・河川浄化等推進員による河川
のﾊﾟﾄﾛｰﾙや各地区河川浄化推進
協議会の支援、テレビやラジオ
による河川浄化の啓発CM等大淀
川を初めとする市内各河川の浄
化運動を市民、事業者、行政が
一体となって推進した。

公共水域環境
基準（BOD）達

成率

100％
（Ｈ26）

100％
（Ｈ31）

市環境保全
課調べ

環境保全の推
進

○ごみの減量やリサイクルを推
進し、環境教育や啓発活動等を
行うとともに、家庭におけるご
みの減量化の取組や、地域にお
ける資源物回収などのリサイク
ル活動を支援する。

○市民や事業者、関係機関、関
係団体が一体となって、河川浄
化の取組を推進することで、水
質の維持・改善を図る。

○森林所有者による間伐や植林
の取組を促進するとともに、市
産材を活用した木造住宅の建築
費に要する経費を支援するな
ど、木材の需要拡大を推進する
ことで、森林の公益的機能の確
保を図る。
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A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 目標値 出典等 No. 実績値 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性
主要施策に関連する事務事業など

※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

地域まちづく
り推進委員会
の委員数

2,100人
（Ｈ26）

2,700人
（Ｈ31）

市地域コ
ミュニティ

課調べ
46

2,181人
(H27.5月現

在)

担い手が固定化し
てきており、新た
なまちづくり活動
への参画者は横ば
い状態となってい
る。

自治会加入率
56.2％

（Ｈ27）
60.2％

（Ｈ31）

市地域コ
ミュニティ

課調べ
48

56.2％
（Ｈ27）

H28年度加入率は未
集計。

49

（消費者教育）
消費生活出前講座を57回実施し
た。また、公立大学主催の基幹
演習に参加し、消費者教育の研
修を実施した。
（消費生活相談）
消費生活相談2,319件
内多重債務434件
その他161件
消費生活無料法律相談120 件

（消費者教育）
幅広い年代で消費者トラブルが
発生しており、各世代に対応し
た消費者教育が十分に行き届い
ていない現状がある。
（消費生活相談）
消費者トラブルは年々、多様
化、複雑化しており、その相談
に対応するための知識習得が常
に必要である。

（消費者教育）
教育委員会等との連携を行い、
これまで手薄であった若年層へ
の消費者教育の実施を目指す。
（消費生活相談）
様々な消費者トラブルに対応す
るため、消費生活相談員の研修
体制を整えていく。

・消費者行政推進事業 生活安全課

50

戦後７０年を経過し、当時の記
憶の風化や資料の散逸等も懸念
される中、地域と連携して地域
に残る貴重な資料等を資料展を
通して広く市民に周知すること
で、改めて恒久平和についての
認識を深め、二度と悲惨な戦争
を行わないよう意識醸成を図
る。

赤江地域、宮崎市遺族連合会と
の連携をスムーズに行うこと。

赤江地域、宮崎市遺族連合会と
細かな打合せ等を行い、資料展
の成功に向け連携を深めてい
る。

・地域の平和資料活用事業 福祉総務課

○自治会等の地域活動、ボラン
ティアやＮＰＯ等の市民活動の
ほか、地域まちづくり推進委員
会の活動を支援し、地域魅力発
信プランの取組を推進する。

○複雑・多様化する地域課題の
解決に向け、まちづくりを担う
人材の育成を支援し、地域の多
様な主体による連携や経営の視
点を含めた取組を促進すること
で、地域や住民ニーズに合った
公共サービスの提供につなげる
など、自立性の高いコミュニ
ティの形成を図る。

○教育機関や関係団体等と連携
して、消費者教育に係る講座等
を開催するとともに、消費生活
に関する相談や苦情等への対応
を行うことで、市民の安全・安
心な消費生活の確保を図る。

・地域コミュニティ活動交付金事業
・宮崎市市民活動支援基金活用事業
・自治会加入促進事業
・自治会助成事業
・（仮称）地域まちづくり推進条例検
討事業
・まちづくり協働ファシリテーション
推進事業
・宮崎市民活動保険運営事業
・市民活動センター指定管理料
・まちづくり人材育成事業「宮崎まち
びと大学校」
・地域のお宝発掘・発展・発信事業

地域コミュ
ニティ課

地域魅力発信
プラン実現の
ために新たな
事業に取り組
む地域自治区

数

－
全地域自治

区
（H31）

市地域コ
ミュニティ

課調べ
47

16/20地域自
治区
(H27)

※地域コ
ミュニティ
活動交付金
を活用した
事業のみ

22地域自治区のう
ち20地域自治区で
プランを策定して
いる。（残りの地
域自治区は策定
中）
ほとんどの地域自
治区でプランに
沿った事業を実施
しているが、限ら
れた人材・予算の
ため、全ての地域
自治区でプランに
沿った新規事業を
立ち上げるまでに
は至っていない。

・自治会及び地域まちづくり推
進委員会の活動の活性化を図る
ことにより、市民が主体となっ
たまちづくりを推進することを
目的とした（仮称）地域まちづ
くり推進条例について、各種団
体の代表者や公募委員からなる
検討委員会を設置し、条例案を
作成した。
・ＮＰＯなど多様な主体との連
携を図るため、5つの地域にお
いてまちづくりワークショップ
を開催し、意見交換を行った。
・地域協議会連絡会議と地域ま
ちづくり推進委員会連絡会を2
回ずつ開催し、課題や取り組み
状況について情報交換等を行っ
た。
・地域自治区ごとに「地域魅力
発信プラン」実現に向けた新た
な取組を支援する「地域のお宝
発掘・発展・発信事業」を構築
した。

・住民の地域に対する関心や住
民相互のつながりが希薄化する
中、自治会をはじめとする地域
住民組織における加入率の低下
や担い手不足が課題となってい
る。
・市民が主体となったまちづく
りを推進するためには、地域住
民組織の活性化を図る必要があ
る。
・「地域のお宝事業」の展開に
合わせ、地域コミュニティ活動
交付金事業も発信プランに沿っ
た展開となるような見直しが必
要。
・地域のお宝事業の事業周知に
併せ、住民主体のまちづくりの
必要性の周知が必要。
・地域の次世代リーダーとして
期待されるPTAやNPO関係者の地
域まちづくり活動への参画が望
まれる。

・（仮称）地域まちづくり推進
条例について、平成28年6月議
会の提案に向け取り組む。制定
を機に、条例を根拠とした新た
な施策を展開し、自治会及び地
域まちづくり推進委員会の活動
の活性化を図っていく。
・市民に対し、条例の周知を図
るなかで、地域住民組織の活性
化の必要性を周知していく。
・PTAやNPOとの連携を推進しな
がら、地域で活躍する人材の更
なる確保に努める。
・まちづくり人材育成事業「宮
崎まちびと大学校」において、
多様な主体との連携や経営的視
点を取り入れたまちづくりを行
うリーダー的人材を育成するカ
リキュラムを実施するととも
に、修了後の活躍の場づくりを
行う。
・各地域自治区で「地域のお宝
事業」が展開されていく中で、
発信プラン実現に有効な事業立
案と実施がなされるよう、地域
自治区事務所と連携してサポー
トしていく。
・「地域のお宝事業」の展開に
合わせ、活動交付金の使途の
ルールの適正化に向けた検討を
行う。

地域コミュニ
ティの活性化
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A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 目標値 出典等 No. 実績値 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性
主要施策に関連する事務事業など

※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

移住・定住対
策の推進

○雇用や住まい等に係る官民の
ネットワークを構築し、移住希
望者に対する相談窓口や情報提
供の一元化を図るなど、移住希
望者の関心を高める取組を推進
する。

○移住希望者のニーズに適切に
対応するとともに、関係団体等
と連携して、移住者のフォロー
アップを行うなど、移住者の定
着を図る。

移住希望者の
相談件数

12件
（Ｈ26）

115件
（Ｈ31）

市企画政策
課調べ

52 179件

移住センター開設
後、移住相談が増
加しており、既に
Ｈ31年度の目標値
を達成している。

　本市に移住を希望する方に対
して、移住コンシェルジュが、
住まいや就職等に関する個別相
談を実施するとともに、移住に
関する情報発信を行った。
　また、移住者との意見交換の
場を創出するなど、フォロー
アップを行った。

　住まいや就職、コミュニティ
など、移住に関する相談やフォ
ローアップに対応するなかで、
関係機関や関係団体との相互の
連携が十分とはなっていない。

　相談等に適切に対応するた
め、国富町、綾町を含めた協議
体の設置（移住関連団体等との
ネットワーク構築）を検討す
る。

・IJU(移住）情報発信・フォローアッ
プ事業
・IJUターン移住促進事業

企画政策課

・史跡・埋蔵文化財公開活用事業
・民俗芸能伝承事業

文化財課51

【公開活用】年間を通して埋蔵
文化財の普及活動等を行った。
具体的取組として、遺跡の発掘
調査について学ぶ見学会や講
座、埋蔵文化財センターの役割
を紹介する施設公開、史跡での
戦国体験イベントや大型商業施
設での普及イベント等を開催す
ることで、市民の文化財に対す
る興味・関心を高めることがで
きた。

【民俗芸能】地域で唄い踊り継
がれてきた民俗芸能の保存・顕
彰を行なうため、保存団体との
伝承活動に要する経費の一部助
成を行なうとともに、「みやざ
き民俗芸能まつり」を開催し、
市民への民俗芸能の理解と認識
を高め、民俗芸能の保存・伝
承・後継者育成の促進を図っ
た。

【公開活用】普及活動として
行っているイベントの参加者は
増加傾向にあるが、小学生や高
齢者の参加者が増えている一方
で、それ以外の参加者が少な
い。幅広い年齢層に参加しても
らえるイベントの企画、広報等
の実施が必要である。

【民俗芸能】民俗芸能団体への
アンケートの結果、後継者不足
が一番の課題となっている。市
民の民俗芸能への理解を広く求
めていくためには、気軽に鑑賞
できる環境が必要である。

【公開活用】市民に文化財への
興味・関心を持ってもらうため
の普及活動を継続して実施す
る。また、文化財に関心の無い
人にも興味を持ってもらえるイ
ベントの企画、周知の方法を検
討し、講座や体験イベントの参
加者の増加を目指す。

【民俗芸能】民俗芸能の発掘・
紹介に努め、「みやざき民俗芸
能まつり」を発表の場として提
供をし、多くの市民へ紹介する
とともに、後継者育成の支援に
努める。
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重点項目
基本的
方向

実績値 担当課

高校　47.2％
大学　40.4％
（Ｈ27）

商業労政課

高校　56.1％
大学　45.7％
（Ｈ27）

商業労政課

A B C D E F G H Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

目標値 出典等 No. 実績値 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性
主要施策に関連する事務事業など

※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

県内高校生の
県内大学・短
大への進学率

30.2％
（Ｈ26）

33％
（Ｈ31）

学校基本調査
（文科省）

53
32.0%

（Ｈ27）

県内高校生の県内
の大学等への進学
率は向上してい
る。

地方創生人材
育成支援事業
における学生
の地元志向に
対する意識の

変化

－
80％

（Ｈ31）
市企画政策課

調べ
54

実施前65.6%
⇒

実施後73.5%

目標値に比べ実績
値は低いものの、
事業実施前と実施
後では7.9ポイント
高くなった。

地域産業人材
育成支援事業
を通じての就
職者数（累

計）

－
100人

（H27～H31）
市商業労政課

調べ
55

28人
（H27）

目標値を単年度で
20人×5年度＝100
としていたが、単
年度の目標を上
回った。

委託事業として、H27年度
においては、コールセン
ター業界をターゲット
に、コンタクトセンター
検定試験合格講座を実施
し、28名（内コールセン
ター１６名）が就業し
た。市内中心部への誘致
企業が多いコールセン
ター業界に、この講座を
通じ、スキルアップした
人材を供給できた。

慢性的なコールセンター
の人材不足に対応すると
ともに、その他の産業に
おいても、求人需要に
マッチした人材の育成、
及び供給が課題。

昨年度、コールセンター
に特化した形で、短期間
で一定の成果があった。
本市で就業需要があると
見込まれる他産業も視野
に入れた形で、事業を展
開し、「マチナカ3000」
の達成にも寄与する。

・中小事業者人材育成支援事業
・認定職業訓練助成事業
・就職マッチング推進事業（地域産業
人材育成支援事業）

商業労政課

56

5名の大学教員に対し助成
した。具体的な取組とし
て、地域経済分析、ロコ
モ滞在型リゾートの拡
充、地域在来野菜のブラ
ンド化等、地域課題の解
決に資する研究がなされ
た。

提示した研究テーマ（3分
野）に対し、応募件数に
ばらつきがあり、全く応
募がないテーマもあっ
た。

本市が抱える地域課題の
うち大学等が行う調査研
究にふさわしいテーマを
選定し、大学のノウハウ
を活用した地域課題の解
決を推進する。

・地域貢献学術研究助成事業 企画政策課

57

　ＩＣＴ関連企業の人材
育成・確保・交流等を行
う。
①ＩＪＵ促進イベント
②マネージャークラス育
成研修
③技術者養成・交流セミ
ナー

　ＩＣＴ関連企業の立地
は順調だが、高いスキル
を有する人材の不足や一
部業種においては人材の
確保に苦慮している現状
がある。

　ＩＣＴ関連企業連絡協
議会や教育機関と連携
し、人材の育成・確保を
支援する。

・ＩＣＴ産業活性化事業 工業政策課

企画政策課

地域や企業
ニーズに対応
した人材の育
成等

○高等教育機関が実施する地域
課題や地元企業のニーズに合っ
た調査研究を支援する。

○専門機関が実施する研修や訓
練等への地元企業の参加を支援
し、経営者や従業員の経営能力
や技能等の向上を図る。

○地元企業におけるマネジメン
ト層などの人材の育成や、高度
人材の外部からの登用を支援
し、産業の活性化や雇用の促進
を図る。

○専門的知識やスキルを習得す
る講座や研修等を実施し、不足
する産業分野の人材の育成を図
るとともに、雇用の安定的な確
保につなげる。

　4つの大学等に対して助
成した。
　具体な取組として、大
学生や高校生が宮崎を再
認識するためのトークイ
ベントの開催、地元ＩＣ
Ｔ企業の短期インターン
シップに係る単位認定プ
ログラムの開発、地元志
向の教育カリキュラムの
変更を検討するなど、地
域や地元企業などを意識
した取組に繋がってい
る。

・学生の地元就職率が低
い。
・インターンシップは地
元企業を知る有効手段で
あるが、大学等と企業が
連携する仕組みが整って
いない。

大学等が行う地元企業と
連携した取組を継続して
支援することで、大学等
と地元企業の連携を図
り、地元企業のニーズに
あった人材育成を支援す
る。

・地方創生人材育成支援事業

キャリア教
育・学び直し
の場の提供

○高等教育機関が中心となり、
地元の教育機関や企業と連携す
るなど、キャリア教育や学び直
しの場を提供する取組を支援す
る。

高・大卒ともＨ26年度と比較し低い数値となった。（全国平均
ではＨ26より高い数値となっている。）

県内新規学卒者の就職内定者のうち県内就職内定率
高校　54.2％
大学等　48.5％

（Ｈ26）

高校　65.0％
大学等　53.3％

（Ｈ31）
宮崎労働局調べ

高卒は、Ｈ26年度と比較し高い数値となったが、大卒は下回る
数値となった。

新規学卒者の県内就職後３年以内の離職率
高校　48.3％
大学　40.7％

（Ｈ26）

高校　40.0％
大学　32.0％

（Ｈ31）
宮崎労働局調べ

人材の育成

■ 教育機関や地元企業等の関係機関の連携により、地域や企業ニーズに合った人材を育成する。
■ 企業経営者の経営に対する認識やノウハウを高め、従業者のスキルアップを図るなど、質の高い人材の育成を促進する。
■ 企業のマネジメント層の人材を育成するとともに、外部からの人材登用を推進する。
■ 新規就農者の育成を図るとともに、農業の生産性を向上させる仕組みを構築し、農業所得を上げていく。
■ 地元企業の雇用環境などの見える化を推進し、地元企業への興味や関心を高め、就業につなげていく。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値に対する説明
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主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況

目標値 出典等 No. 実績値 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性
主要施策に関連する事務事業など

※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

就職説明会参
加者のうち就
職決定者数

132人
（Ｈ26）

150人
（Ｈ31）

市商業労政課
調べ

59
105人
(H27)

H26年度の実績値を
下回っており、H31
の目標値を達成し
ていない。

雇用・人材ア
プリ登録者数

（累計）
－

12,000人
（H27～H31）

市商業労政課
調べ

60 -

4月22日にアプリを
リリース。
H29.1の成人式対象
者に、案内はがき
を８月に発送した
際に、アプリでの
登録の案内を予
定。それ以降に登
録者が急増するこ
とが予想される。

国（労働局）県と共催
し、就職説明会（就職
フェア）を年３回実施。
昨年度より参加者は下
回ったが、就職決定者に
おいても下回った。
２０doアプリについて
は、4月22日に運用開始。
アプリを周知するための
冊子等を関係機関等に配
布した。

就職フェアーについて
は、雇用状況の回復を背
景として、参加者数が減
少傾向である。

新規就農者が、ベテラン
農家が持つ豊富な知識や
優れた農業技術等を修得
するための「農政アドバ
イザー」を増員し、きめ
細かな支援体制を構築し
ていく。

・新規就農者生産基盤支援事業
・新規就農者生産基盤整備支援事業
・新規就農者研修支援事業
・新規就農者入植団地整備事業
・新規就農者営農団地整備事業
・農業後継者育成支援事業
・新規就農者中古ハウス再利用支援事
業
・農業法人育成支援事業

農政企画課

就職フェアについては、
今後も国（宮崎労働
局）・県及び関係機関と
連携・協力して開催す
る。今年度は、国、県主
催により高校生をター
ゲットとした企業説明会
を行うこととなってい
る。
２０doアプリ・冊子を移
住センターと連携し、大
学や関係団体及び各種イ
ベント等で周知、配布
し、さらなる普及を図っ
ていく。

・就職マッチング推進事業（就職説明
会及び企業と学校との情報交換会）
・宮崎市ワーク・ライフプロモーショ
ン事業

商業労政課

101人

内訳
　後継者　　 9人
　新規参入者20人
　法人就農者72人

営農技術等の修得につい
ては、JA宮崎中央と連携
して㈲ｼﾞｪｲｴｲﾌｧｰﾑみやざ
き中央が行う研修事業に
対する支援に取組んでい
る。また、就農後の施
設、機械の導入費の一部
支援や、新規就農者を対
象としたハウス団地の整
備を進めている。平成28
年度からは就職や進学な
どのために市外への転出
している農業後継者の帰
宮を促し、地域営農の担
い手として確保すること
を目的とした「農業後継
者育成支援事業」に新た
に取組むこととしてい
る。また、新規就農者の
初期投資の軽減に繋げる
ため、中古ハウスを有効
活用するための経費の一
部を助成することで、経
営の安定を図っている。

新規就農者については、
青年就農給付金制度もあ
り、一定人数の確保が出
来ている。しかし、経営
基盤が脆弱な事例もあ
り、経営の安定性や継続
性が懸念される。

新規就農者・
農業法人の育

成

○専門機関が実施する農業研修
を支援し、新規就農の促進を図
るとともに、農業後継者が就農
しやすい環境を整備する。

○就農時における農地の確保や
初期投資の軽減を図るととも
に、就農後の研修や営農指導を
実施し、新規就農者の定着や早
期の経営安定につなげる。

○制度資金の借入れに要する経
費の負担を軽減するなど、新規
就農の受け皿となる農業法人の
育成や経営の安定を図る。

新規就農者数
（累計）

56人
（Ｈ26）

250人
（H27～H31）

市農政企画課
調べ

58

地元企業への
就職を促す仕
組みの構築

○国や県などの関係機関と連携
した企業就職説明会のほか、地
元企業と学校との情報交換会を
開催するなど、地元企業への就
職を推進する。

○ＩＣＴ技術を活用して、地元
企業の雇用環境の見える化を推
進するとともに、若い世代との
コミュニケーションの場を創出
するなど、地元への定着やＵＩ
Ｊターンの促進を図る。
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重点項目
基本的
方向

実績値 担当課

－ 商業労政課

－ 商業労政課

－ 商業労政課

A B C D E F G H Ｉ J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 目標値 出典等 No. 実績値 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性
主要施策に関連する事務事業など

※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

製造品出荷額
2,212億
（Ｈ24）

2,306億
（Ｈ31）

工業統計調査
（経産省）

61 －

H30.3確定予定 市内にある中核的企業の
設備投資に対し助成し
た。市内の事業所におい
て約2億6千7百万円の設備
投資に繋がった。

設備投資をしても、出荷
額が増加するまでに時間
がかかる。また、経済状
況に大きく左右される。

中核的企業の生産性維持
の下支えを行い、本市産
業界の経営安定と雇用促
進を支援する。 ・地域産業設備投資等支援事業 工業政策課

62

市の制度融資利用の際の
信用保証料一部補助や、
商工会議所が行う金融等
の相談業務に対し一部補
助を行い、中小企業の経
営を支援した。

本年度から開始した創業
支援に特化した融資制度
の利用促進を図り、更な
る雇用促進等に努める必
要がある。

商工関係団体や金融機関
等との連携を図りなが
ら、引き続き雇用の場の
創出に資する融資制度の
活用や相談業務の支援を
行う。

・中小企業定例相談会
・中小企業信用保証料助成事業

商業労政課

農業産出額
444億円
（Ｈ25）

440億円
（Ｈ31）

市町村別農業
産出額試算
（宮崎県）

63 ―

市町村別農業産出
額試算（宮崎県）
の平成２６年度
データについて
は、平成２８年度
秋頃に公表される
予定。

認定農業者の規模拡大の
ため、中古ハウスを有効
活用するための経費の一
部を助成することで、経
営の安定に繋がる。ま
た、人･農地プランの区域
を中心に話し合いを行
い、農地の集積・集約を
図ることにより、農業経
営の安定を図る。

中古ハウス再利用につい
ては、中古ハウスの情報
が少なく、情報があって
も既に利用者が決まって
いる
農地中間管理事業につい
ては、農地の貸し借りを
行うことにより成り立つ
事業であることから、地
域での十分な話し合いが
必要不可欠である。

中古ハウスの現状把握は
もとより、関係各課、農
業委員会、ＪＡとの連携
を図る。また、人･農地プ
ランの検討を行う際に、
農地の貸し借りを含め十
分な話し合いを行うこと
で、農地の有効活用に繋
げていく。

・中古ハウス再利用支援事業
・農地中間管理事業

農政企画課

　高品質茶生産に係る肥
料導入経費や新害虫侵入
防止に係る農薬導入経費
の一部補助を行うことに
より、高品質な茶の生産
体制の検討と茶生産農家
の経営安定を図った。

　品質の差により価格が
大きく異なるため、品質
向上が求められている。
　また近年、消費が低迷
しており、販売価格の低
下に繋がっている。

　引き続き、高品質な茶
葉の生産に必要な技術の
確立と新害虫の侵入防止
を図る。

・宮崎市産茶品質向上対策事業

　分娩監視装置や換気扇
等の資機材の導入経費の
一部を助成することによ
り、畜産農家の生産能力
の向上を図った。

　生産農家の高齢化によ
る生産頭数の減少。
　ＴＰＰ大筋合意により
安価な輸入肉が増加する
ため、全体的な肉の価格
の低下が懸念される。

　畜産関係者で組織する
団体と連携を密にし、資
材機材の導入を支援する
ことで、更なる生産能力
の向上を図る。

・畜産生産能力アップ事業

農業振興課

5年毎の調査のため、H29 に調査、発表はH30の予定。

生産性の向
上・設備投資
の促進

○中小企業に対して、低利の融
資の提供や資金の借入れに要す
る経費の負担を軽減するととも
に、金融相談等を実施し、中小
企業の経営安定化を図る。

○地元企業への波及効果が期待
できる中核的企業の設備投資等
に要する負担を軽減し、生産性
の向上を図るとともに、新規雇
用や人材の育成を支援し、産業
界の経営安定と雇用を促進す
る。

○農業分野において、既存設備
を有効に活用するとともに、再
生可能エネルギーやＩＣＴ技術
を活用した資機材等の導入に係
る費用の負担を軽減すること
で、省力化や生産コスト削減等
に取り組み、生産性の向上を図
る。

○宮崎県農地中間管理機構と連
携し、農地の集積や耕作放棄地
の解消を図り、農用地利用の効
率化や高度化を促進する。

64

60歳以上70歳未満の有業率
51.7％
（Ｈ24）

56.0％
（Ｈ29）

就業構造基本調査
（総務省統計局）

5年毎の調査のため、H29 に調査、発表はH30の予定。

女性の有業率
50.8％
（Ｈ24）

51.0％
（Ｈ29）

就業構造基本調査
（総務省統計局）

5年毎の調査のため、H29 に調査、発表はH30の予定。

正規雇用者数
98,500人
（H24）

98,500人
（H29）

就業構造基本調査
（総務省統計局）

雇用の場の創出

■ 異業種間のマッチング、波及効果の高い産業や事業に重点して投資することで、生産性と効率性を持った取組を推進する。
■ 的確に企業動向を収集し、都市部からの人の流れと地元企業との連携を意識した企業誘致を展開する。
■ オープンイノベーション１６による取組を推進し、各分野における課題の解決につなげていく。
■ フードビジネスや観光産業等による異業種間の連携を強化し、域内で外貨を稼ぐ取組を推進する。
■ 官民における創業支援機関が支援体制を構築し、新たな市場の開拓に目を向け、創業前後における支援を充実することで創業率を高める。
■ 中心市街地に民間投資を生む環境を整備し、ＩＣＴ産業や商業等の集積を図る。
■ 地域経済を維持・活性化していくために、女性や高齢者の雇用の場を創出し、労働力の確保を図る。
■ 給与などの処遇面における雇用条件の改善を図り、若い世代の地元への定着やＵＩＪターンを促進する。
■ 企業の多様な働き方を促し、ワーク・ライフ・バランスを推進することで、労働の継続性を高める。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値に対する説明
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主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 目標値 出典等 No. 実績値 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性
主要施策に関連する事務事業など

※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

66

農地の利用状況調査及び
意向調査、非農地判断調
査を実施し、平成27年度
遊休農地面積は昨年度か
ら45.2ha減少し、492.0ha
となった。
一方で、担い手の高齢化
等により遊休農地の新規
発生の増加が懸念される
ため、平成28年度から
「遊休農地解消支援事
業」を構築した。

担い手の高齢化や新規就
農者の減少に伴い増加す
る遊休農地の解消対策

認定農業者や認定新規就
農者等の中核的な担い手
に農地を集積し、優良農
地の確保及び経営基盤の
強化を図る。

・耕作放棄地解消・農地中間管理事業
・遊休農地解消支援事業

農業委員会

企業立地の推
進

○的確に企業動向を収集し、経
済波及効果の高い産業を中心に
企業誘致活動を行うとともに、
立地企業に対する支援制度を設
けるなど、企業立地の促進と立
地企業の定着を図る。

立地企業数
（累計）

11件
（Ｈ26）

50件
（H27～H31）

市工業政策課
調べ

67
12件

（Ｈ27）

順調に立地が進ん
でいる。
（新規立地及び移
転増設など本市に
おける1度目の立地
指定件数）

新規立地を含め２０社の
立地指定を行った。指定
件数は平成26年度と同じ
であったが、雇用予定者
数は平成26年度を上回っ
た。

企業誘致を行うための、
一定規模のオフィスビル
や製造業などの立地に適
した用地が少なくなって
きている。

奨励金の充実に加えて、
オフィスビルの建設支援
や用地の情報収集などを
推進する。 ・企業立地奨励金交付事業

・企業誘致事業
・県央地区企業立地促進事業

工業政策課

創業者への支
援

○官民による創業支援機関が
ネットワークを構築し、イン
キュベーションルームの提供、
経営相談や指導のほか、資金の
調達など、相互に連携しなが
ら、創業前後における支援を実
施充実する。

創業支援事業
計画に基づく
創業者数（累

計）

80人
（Ｈ26）

750人
（H27～H31）

市商業労政課
調べ

68
85人

（H27）

単年度150人の目標
に対し、達成率は
約57％であった。

創業支援事業計画に基づ
き、各実施機関が窓口で
の相談、融資事業、創業
セミナーやスクールの開
催などを実施し、770人
（目標698人）に対し支援
を行った。

支援者数では目標値を上
回ったものの、実際の創
業者数では目標を大きく
下回ったことから、支援
者をいかに実際の創業に
つなげることができるか
が課題である。

実際の創業につながる効
果的な支援のあり方につ
いて関係機関との意見交
換等を行うなど更なる連
携を図りながら、創業支
援事業計画の見直しも含
め、雇用の場の創出に資
する取組みを進める。

・みやざき創業サポート事業
・中小企業信用保証料助成事業（創業
支援資金）
・認定創業支援担当者連絡会運営事業

商業労政課

６次産業化の
取組事例数
（累計）

5件
（Ｈ26）

15件
（H27～H31）

市農政企画課
調べ

69 3件

前年度対比では取
組み件数は減少し
ているが、累計の
目標値は達成して
いる。

・佐土原町内の農作物を
「佐土原ブランド」とし
て販売するための集出荷
場の整備
・ブルーベリー葉の苗及
び肥料等の購入
・カットえのき茸の自動
包装機を導入

農林漁業者自らが６次化
に取組む事については、
製造・販売の両面から
ハードルが高い。

開発された商品につい
て、みやＰＥＣ推進機構
等に情報提供し、その販
路拡大に努める。 ・みやＰＥＣ推進機構運営事業

・宮崎市版６次産業化実現事業
・６次産業化推進支援事業

農政企画課

70

市内中小製造業者等が新
技術・新製品の開発や販
路拡大を目的に大学等と
共同研究を行う等の取り
組みに対して支援を行
い、産学連携が促進され
た。

経営基盤の弱い中小企業
にとって、新技術・新商
品の開発のための資金や
人材の確保が難しく、地
域資源の活用や産学連携
の効果についても十分に
認知されていない。

大学等の研究シーズと地
元企業のニーズのマッチ
ングや展示会への共同出
展を促すなど、産学連携
による新技術・新製品開
発の初期段階を重点的に
支援する。

・中小企業ものづくり支援事業
・中小企業ものづくり活性化事業

工業政策課

・地球にやさしい施設園芸加速化事業
・園芸産地力アップ推進事業
・みやざきの園芸産地力アップ推進事
業
・ＩＣＴ活用型農業産地実証事業

農業振興課

新商品・新技
術等の開発

○中小企業等が高等教育機関や
研究機関等と連携して、経営改
善や技術・製品開発等を行う取
組を支援する。

○官民が一体となり、６次産業
化や農商工連携等を推進し、消
費者ニーズに合った付加価値の
高い商品等を開発するととも
に、販路の拡大を図る。

　施設園芸における生産
性の向上対策や省力化の
推進、生産コストを低減
するための省エネ対策機
器の導入等を支援するこ
とにより、地域特性を活
かした特色ある農産物の
生産拡大と産地強化を推
進するとともに、経営安
定を図った。
　なお平成２８年度は新
規事業として、炭酸ガス
発生装置や複合環境測定
装置（システム）などの
新たな対象資機材を導入
することにより、省力化
を進めながら多収量、高
品質の作物が生産できる
栽培技術の確立を図る。

　産地間競争の激化や高
齢化による生産量の減
少、ＴＰＰ大筋合意によ
る輸入農産物の増加、重
油価格の変動による生産
コストの上昇など安定経
営に対する不安等があ
る。

　施設園芸における経営
安定を図るためには、引
き続き、生産性向上対策
や省力化推進、省エネ対
策や化石燃料使用機器の
代替機材の導入等に努め
る必要がある。

65
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※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

中心市街地に
おけるクリエ
イティブ産業
従業者の増加
数（累計）

－
1,700人

（H27～H31）
市商業労政課

調べ
71 -

実績値について
は、国の経済セン
サス調査で把握す
ることとなるが、
当該調査は2年毎で
あり、H27年度は調
査なしのため。
（次回調査はH28年
度）

中心市街地に
おいて空き店
舗解関連事業
を活用した出
店数（累計）

6件
（Ｈ26）

40件
（H27～H31）

市商業労政課
調べ

72
15

(H27)

当該事業を活用し
た出店（立地を含
む）順調に続いて
いる。

女性の就労支
援事業を通じ
て就職した人
数（累計）

－
125人

（H27～H31）
市商業労政課

調べ
73

28人
（H27）

目標値を単年度で
25人×５ヵ年＝125
としていたが、単
年度の目標を上
回った。

シルバー人材
センターにお
ける派遣事業
の受注件数
（累計）

22件
（Ｈ26）

150件
（H27～H31）

市商業労政課
調べ

74
48件

（H27）

H27～H31年　５ヶ
年の単年度目標３
０件を大きく上
回った。

75

　ひとり親世帯の父・母
の就業に結びつきやすい
資格の取得を促進するた
め、職業訓練講座等の受
講料の一部を助成する。
また、修業期間が1年以上
の養成機関で修業する場
合に、高等職業訓練促進
給付金を支給する。

対象者への周知 　児童扶養手当現況届の
際などに当該事業につい
て周知する。

・母子家庭等自立支援給付金事業
子育て支援

課

課題の改善をはじめ、各
事業が誘導策として有効
なものとなるよう、継続
的に事業内容を検討して
いく。

・まちなか業務機能集積推進モデル事
業
・まちなか遊休不動産等活用推進事業
・中心市街地憩いの空間創出支援事業
・中心市街地活性化対策事業
・中心市街地コワーキングスペース設
置等補助事業
・リノベーションまちづくり推進事業
・空き店舗解消促進事業
・空き店舗活用促進事業

商業労政課

雇用形態の多
様化・労働力
の確保

○女性の社会参加を支援するセ
ミナーや就業体験等を実施する
とともに、ひとり親世帯に対し
て、就業に向けた資格取得に係
る費用の負担を軽減するなど、
就業につながる環境の整備を図
る。

○シルバー人材センターの活動
を支援し、高齢者の就業ニーズ
に合った業務の創出や安定的な
雇用につながる派遣事業を推進
するなど、高齢者の多様な働き
方に対応した雇用や就業機会を
確保する。

○国や県等の関係機関と連携
し、テレワークや短時間勤務等
の新たな職域の開発を検討す
る。

女性の就労支援事業とし
て、民間に委託し女性の
ための就職応援セミナー
を実施。
女性の再就職に対する
様々な不安や阻害要因を
払拭することで、安心し
て再就職にチャレンジ
し、就業に結びつけ、ひ
いては地域経済の活性に
繋げる目的で開催。５１
名の受講者の内、28名の
就業に繋がった。
本市の高齢者就業機会拡
大事業（市シルバー人材
センターへの補助事業）
により、シルバー人材セ
ンターの派遣事業が促進
され、派遣事業の受注件
数が大きく伸びた。

本市内の結婚や出産、育
児等で一旦離職した女性
求職者に広く広報し、よ
り多くの女性の就職につ
なげることか必要。
高齢者の就業機会拡大に
ついては、順調に推移し
ており、今後も就業先の
新規開拓や、高齢者のス
キルアップのための研修
を実施していくことが必
要。

市広報紙、ホームページ
等の広告媒体を通じ、広
く広報に努める。
・高齢者の新たな派遣先
の開拓や、スキルアップ
に繋がる研修等を今後も
行っていく。

・女性の就労支援事業
・シルバー人材センター助成事業
・高齢者就業機会拡大事業
◆テレワークや短時間勤務等の新たな
職域の開発の検討

商業労政課

中心市街地の
にぎわいの創
出

○地権者等と連携して、遊休不
動産の改修や空き店舗の改装、
新規入居者への支援を行うな
ど、中心市街地への産業の集積
と雇用の拡大を図る。

○中心市街地におけるオープン
スペース等を有効に活用し、関
係団体等と連携して多彩なイベ
ントを実施するとともに、適切
に情報を発信し、商業の活性化
やにぎわいの創出を図る。

中心市街地の活性化や雇
用創出を図るため、遊休
不動産の改修等に係る支
援や建物の更新等に向け
た機運の醸成、イベント
の開催等に係る助成、新
たな事業展開などが期待
できる交流の場の設置支
援、空き店舗の活用によ
る出店に係る支援などを
実施した。
従業者数については来年
度の調査結果によるが、
出店については、誘導策
として一定の成果につな
がっていると考える。

遊休不動産の活用等に係
る支援については、対象
となる床面積が狭いな
ど、企業ニーズに合って
いないと指摘されている
部分がある。
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※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

くるみん認定
事業者数

8社
（Ｈ26）

25社
（H31）

宮崎労働局調
べ

76
12社

（H27）

H31年度の目標値25
社を達成するため
には、H27～31まで
の間、平均、毎年
3.4社増を達成しな
ければならない
が、H27において
は、４社新たに認
定を受けているた
め、目標は達成し
ている。

「仕事と家庭
の両立応援宣
言」を行う事

業所数

161件
（Ｈ26）

280件
（H31）

宮崎県調べ 77
209件

（H27）

H31年度の目標値
280件を達成するた
めには、H27～31ま
での間、平均、毎
年23.8件増を達成
しなければならな
いが、H27において
は、48件が新たに
宣言を行っている
ため、目標は達成
している。

・男女共同参画センター
指定管理者と協議しなが
ら、センター利用者に加
えて、併設されている子
育て支援センターの利用
者やファミリーサポート
センター会員を通じて、
子育て世代への意識啓発
を重点的に行う。合わせ
て地域に出向き、地域に
おける男女共同参画の推
進に取り組んでいく。
・県男女共同参画セン
ターと定期的な協議を行
い、連携しながら意識啓
発事業や相談事業に取り
組んでいく。
・男女共同参画を広く推
進するため国富町・綾町
と連携し、男女共同参画
センターを拠点として効
果的・広域的な取り組み
を進めていく。

・男女共同参画推進講座事業
・男女共同参画相談事業
・男女共同参画社会づくり意識啓発事
業
・男女共同参画センター指定管理料
・「イクボス」推進事業

地域コミュ
ニティ課

労働者の雇用主である事
業者が、この制度を通じ
て、ワークライフバラン
スの普及を推進すること
で、労働環境の改善が図
られる。

・労働環境改善啓発事業 商業労政課

78

雇用環境の改
善

○官民が一体となって、育児休
暇や有給休暇の取得を促進し、
長時間労働を是正するなど、
ワーク・ライフ・バランスの普
及を推進することで、働きやす
い環境の整備を図る。

○学校、家庭、職場や地域等に
おける男女共同参画の意識の啓
発や人材の育成を図るととも
に、市民や市民団体等の交流促
進や誰もが安心して相談できる
機能を備えた男女共同参画セン
ターを拠点として、男女共同参
画社会づくりを推進する。

宮崎労働局・県と協力
し、「くるみん」認定
や、「仕事と家庭の両立
応援宣言」の啓発に取り
組んでいる。

着実に認定・宣言事業者
が増えてはいるものの、
今後一層の制度の周知が
必要。

・27年12月に市男女共同
参画センターを開館し、
これまで以上に、性別に
基づく固定的役割分担意
識の解消をはじめとした
男女共同参画に対する意
識啓発や情報発信に取り
組むことができた。ま
た、センターの愛称とシ
ンボルマークデザインの
募集を行うことにより、
広く男女共同参画セン
ター開設の周知を図っ
た。
・男女共同参画センター
に相談員を配置し、家庭
や職場、地域での人間関
係による悩みなど様々な
相談を受け付けた。
・国富町、綾町に対し、
男女共同参画センターの
利用を含め男女共同参画
の啓発や情報発信を広域
（1市2町）で連携して進
めることを確認した。

・性別に基づく固定的役
割分担意識は、いまだに
根強く残っており、家庭
や職場、地域の中で生き
辛さを感じている人がい
るため、固定的性別役割
分担意識の解消が求めら
れている。
・職場における男女共同
参画を推進するうえで
も、ジェンダー・ギャッ
プ、ワーク・ライフ・バ
ランスに対する理解を深
めて、女性のみならず男
性自身の意識の変化が求
められる。
・市男女共同参画セン
ターの効率的な運営や効
果的な意識啓発を図るた
め、県男女共同参画セン
ターとの事業のすみわけ
が求められている。
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重点項目
基本的
方向

実績値 担当課

－ 観光戦略課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 目標値 出典等 No. 実績値 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性
主要施策に関連する事務事業など

※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

観光入込客数
584万5千人
（Ｈ25）

650万人
（Ｈ31）

宮崎市観光
統計

79 -

現在集計中
（8月末公表予定）

MICE延べ参加
人数

136,703人
（Ｈ25）

150,000人
（Ｈ31）

宮崎市観光
統計

80 -

現在集計中
（8月末公表予定）

・宮崎らしい花と緑あふれるま
ちづくりや魅力ある景観づくり
を推進するため、ﾌﾗﾜｰﾎﾟｯﾄづく
り講座、出前講座、ｵｰﾀﾑﾌﾗﾜｰ
ｳｨｰｸ等の啓発活動を行い、市
民・事業者に対し、広く花のま
ちづりへの参加を促していく。
・中学生を対象とした出前講座
を開催し、花のまちづくりに若
い世代の参加を促進する。
・農業団体と連携し、端境期の
農地に花を植えるなど他分野と
の連携を推進する。

・花と緑のまちづくり啓発事業
・花と緑のまちづくり推進事業
・花回遊エリア（スポット）づくり事
業

景観課

フローランテでは、春と秋のフ
ローラル祭を始め、グルメ・音
楽とコラボした各種イベントを
開催した。また、花と緑の講座
やガーデニング体験を行い、花
のまちづくりを推進した。
動物園では、毎日のイベントの
他、動物に親しみを持ってもら
うため、「第1回動物総選挙」
を実施した。また、最近の動物
の話題等を載せた「動物園だよ
り」を発行し、情報発信に努め
た。
結果、両施設とも前年度より入
園者数は伸びている。

両施設でのイベント関係等の情
報発信も行われているが、全市
民に周知されるまでには至って
いない。

・フローランテ宮崎指定管理料
・フローランテ宮崎施設維持事業
・フェニックス自然動物園運営事業
・フェニックス自然動物園指定管理料
・フェニックス自然動物園リニューア
ル事業

公園緑地課82

観光戦略課

81

・ｵｰﾌﾟﾝｶﾞｰﾃﾞﾝ市民見学会、ｵｰﾀ
ﾑﾌﾗﾜｰｳｨｰｸの開催などを通して
市民に花のまちづくりの啓発を
行うとともに、花苗支給等のボ
ランティア団体支援や主要な公
園・道路に草花を植栽し、年間
を通して花のまちづくりを推進
した。
・花の拠点づくりのため、花回
遊エリアのスポットづくりとし
て、青島地区、清武地区、高岡
地区、佐土原地区、田野地区で
花壇等の整備を行っている。

様々な方法で市民に広く周知す
るとともに、集客に繋がる市民
の関心のあるイベント開催、及
び施設の構築を行う。

現在集計中
（8月末公表予定）

宮崎らしさを
生かした取組
の推進

○豊かな食材や恵まれた自然、
古来から伝承されてきた神話、
国指定史跡である生目古墳群な
ど、地域の特徴を生かした観光
地域づくりを推進し、観光資源
の魅力を向上させる。

○花のまちづくりの推進拠点で
あるフローランテ宮崎の運営を
はじめ、重点地区市内各所にお
ける重点花壇等の整備、市民協
働のイベント開催等により、回
遊性があり、一年中花のあるま
ちづくりを推進する。

○ＭＩＣＥの誘致に向け、大都
市圏での情報発信を行い、アフ
ターコンベンションの充実やユ
ニークべニューの創出を図ると
ともに、本市で開催されるコン
ベンション等の開催を支援す
る。

○ターゲットを設定し、効果的
な手段でプロモーションや旅行
商品の造成等を行うことで、本
市の認知度や魅力を向上させ、
交流人口の拡大を図る。

・外国人（台湾、韓国）の誘客
に向けたプロモーション

・平成32年の日本書紀編さん
1300年に向け「日本をはじめた
神々の国　みやざき」のPRを実
施する。

・東九州自動車道開通に向けて
別府市、北九州市と連携したPR
を実施する。

・青島の美しい海岸線を活かし
た都市イメージ形成を図るため
の情報発信に取り組み、青島エ
リアが選ばれるまちへ地位を向
上させる。

・インバウンドの受け入れ体制
充実

・平成32年に向けた「日本をは
じめた神々の国　みやざき」の
効果的なプロモーションの実施

・東九州自動車道開通の効果を
確かなものとするプロモーショ
ン

・青島のブランド力を向上させ
るための情報発信力の強化、民
間事業者とのビジネスモデルの
構築。

・外国人の誘客をさらに進める
とともに、外国人の観光客受入
れ体制充実のため市内の観光関
連事業者等との連携を図る。

・神話にゆかりのある地域等と
連携しながら、神話の魅力を全
国に発信し、誘客に向けた取り
組みを進める。

・東九州自動車道の開通効果を
確かなものとするため沿線自治
体と連携してプロモーションを
実施する

・情報感度の高い著名人等を活
用して、効果的に本市の魅力を
発信することで、青島エリアの
価値を向上させる。

・観光地誘客促進事業
・記紀編さん１３００年記念事業
・神武東征誘客キャンペーン事業
・青島ビーチセンター指定管理料
・青島ビーチ魅力アップ事業
・コンベンションセールス強化支援事
業
・コンベンション誘致推進事業
・教育旅行補助事業
・九州地区メディアプロモーション事
業
・東九州自動車道観光プロモーション
事業
・観光インバウンドプロモーション推
進事業
・観光インバウンドプロモーション事
業
・外国人誘客みやざきモデル事業
・都市ブランディング共創促進事業
（H27）
・青島エリアブランディング事業
（H28）

各地域で花のまちづくりを推進
しているボランティア団体のメ
ンバーの高齢化が進み、担い手
不足、団体数の減少などが課題
となってきている。

宿泊者数
227.7万人
（H25）

280万人
（H31）

宮崎市観光統計

ブランド力の向上

■ ターゲットを明確にした上で、適切な時期に適切な場所で、関心を持たせる情報発信を行う。
■ 観光資源のブラッシュアップや魅力ある観光商品の開発等を行うとともに、広域的な観光地域づくりを推進することで、観光客の回遊性や滞在性を高める。
■ スポーツキャンプや合宿、大会誘致を図るとともに、認知度のあるプロスポーツキャンプを生かし、誘客効果の高い取組を推進する。
■ 観光地や宿泊施設等での観光客の利便性を高める受入環境を整備する。
■ アフターコンベンションの充実やユニークベニューの創出等を図り、ＭＩＣＥの誘致を推進する。
■ 農林水産物や加工品のブランド化を推進し、消費拡大を図るとともに、国内外への販路を拡大する。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値に対する説明
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※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

84

①市プロモーションビデオおよ
びＣＭ制作
②ユーチューバーによる
youtube上での宮崎ＰＲを実
施。
youtube総再生回数①28,463
回、②180,023回（H28.5.13時
点）

宮崎市が取り組むプロモーショ
ンに対し、市内および市外の方
がどのようなイメージや魅力を
感じているのか、現状分析がで
きておらず、宮崎市の方向性と
ターゲットが明確に定まってい
ない。

宮崎市のプロモーションの方向
性やターゲットを明確にするた
め、宮崎市が取り組むプロモー
ションに対し市場調査を行うこ
とにより現状を分析し、より効
果的なプロモーションの展開を
行う。

・シティプロモーション推進事業 秘書課

85

　生目古墳群を会場としてイベ
ントを開催し、市民への周知を
図った。
　県主催の勉強会に参加し、世
界遺産登録に向けた今後の取組
みや課題などについて意見交換
を行った。

　生目古墳群の認知度がまだ十
分でない。
　世界遺産登録に向けては、県
等と連携しながら長いスパンで
の事業展開が必要である。

　生目古墳群の周知を図るた
め、観光地等への看板設置やパ
ンフレット作成のほか、古墳群
や大型ショッピングモールでイ
ベントや展示を行う。
　世界遺産登録に向けては、県
等と連携しながら情報共有や先
進地視察を行うとともに、イベ
ント等を通して意識の醸成を図
る。

・生目古墳群世界文化遺産登録推進事
業

文化財課

プロ野球キャ
ンプ来場者数

713,440人
（Ｈ26）

750,000人
（Ｈ31）

市スポーツ
ランド推進
室調べ

86 733,700

27年度よりオリッ
クス・バファロー
ズの1・2軍合同
キャンプが実施さ
れるなど、目標値
に向け順調に推移
している。

プロゴルフ
トーナメント
来場者数

45,699人
（Ｈ26）

50,000人
（Ｈ31）

市スポーツ
ランド推進
室調べ

87 45,670

天候の影響はあっ
たが、概ね26年度
実績と変わらない
集客があった。

Ｊリーグキャ
ンプチーム数

11チーム
（Ｈ26）

12チーム
（Ｈ31）

市スポーツ
ランド推進
室調べ

88 11

リーグ開幕日程変
更によりキャンプ
中止のチームが
あったが、キャン
プ誘致に努め昨年
同様の実績が得ら
れた。

スポーツ合宿
宿泊者数

128,600人
（Ｈ25）

150,000人
（Ｈ31）

宮崎市観光
統計

89
133,900
(H26)

目標値に向け、概
ね順調に推移して
いる。

90

ドイツを相手国とするホストタ
ウンとして登録されたことを受
け、オリンピックの開催効果を
宮崎市に波及させるための取組
を行う。

宮崎県・延岡市と連携し、長期
的かつ多様な事業を展開する必
要がある。

宮崎県・延岡市と連携を図りな
がら、ドイツとの人的・経済
的・文化的な相互交流を図る事
業の準備を進める。

・東京オリンピック・パラリンピック
ホストタウン事業

企画政策課

スポーツラ
ンド推進室

美しい農村景観を有する２地区
(一里山、和石)に対し、活動助
成を行った。
一里山地区においては、シバザ
クラの植栽、開花時期における
イベントを開催した。
和石地区においては、七草勉強
会、里山ウォーキング等を開催
した。
両地区とも、農村環境が良好に
保全され、市民が自然や農村と
親しむ機会が増えている。ま
た、農村景観を資源とした回遊
コースとして、都市住民との交
流による農村地域の活性化が図
られている。

両地区とも、中山間地域に存す
る農村地帯であり、高齢化が顕
著であることから、地区の活性
化を含め、美しい農村景観を維
持・継承するための人材の育成
等が急務である。

農村景観を保全しながら地域の
活性化を図るためにも、現在取
り組んでいる活動を足がかりと
して、農作業体験など、都市住
民との交流による農村地域の活
性化を図る。

・美しい農村景観支援事業

・プロスポーツキャンプ受入に
ついては、受入態勢を整え27年
度はプロ野球ではオリックス・
バファローズ1・2軍合同キャン
プ受入を行った。Jリーグチー
ムについては開幕時期の変更に
伴いチームの変更はあったが、
同数の受入を行った。さらに、
新たに中国プロサッカーチーム
の受入を行った。
・アマチュアスポーツの大会、
合宿については大会運営補助お
よび合宿への差し入れ補助など
を通じて支援を行った。

・プロ野球キャンプ継続のため
に、球団からハード、ソフト両
面からの支援を要望されてい
る。
・プロサッカーキャンプについ
ていは、キャンプ期間中に使用
可能なグラウンドがあることか
ら、さらなるチーム誘致を進め
る必要がある。
・観光誘客を目的としたスポー
ツ大会、合宿の誘致は地域間の
競争が進んでいる。また、施設
利用についても大会や合宿時期
がかさなり確保が難しい場面が
ある。

・プロ野球3球団キャンプの継
続に向けて、球団のニーズを把
握し、可能な限り受入態勢の強
化を図っていく。
・Jリーグチームのキャンプ継
続とともに、本市の施設や受入
態勢をＰＲし、新たなチームの
キャンプ誘致を行う。
・本市の特性を生かし、滞在型
観光誘致を進めるとともに、施
設管理者とも連携し、事業を展
開していく。

・みやざきフェニックス・リーグ開催
支援事業
・アイビースプリングベースボール
リーグ事業
・プロ野球宮崎キャンプ受入事業
・オリックス・バファローズ宮崎キャ
ンプ受入事業
・球春みやざきベースボールゲームズ
開催支援事業
・福岡ソフトバンクホークス宮崎キャ
ンプ受入事業
・プロ野球公式戦等開催支援事業（地
方創生加速化）
・世界レフティゴルフ選手権大会開催
支援事業（地方創生加速化）
・トライアスロンＷ杯宮崎大会開催支
援事業（地方創生加速化）
・三球シャトル運営事業（地方創生加
速化）
・アクサレディスゴルフトーナメント
開催支援事業
・ゴルフマンスキャンペーン事業
・プロスポーツ受入団体補助事業
・スポーツ等合宿受入事業
・宮崎市観光協会スポーツイベント補
助事業
・東アジアリトルシニア野球大会開催
支援事業
・東京オリンピック・パラリンピック
事前合宿誘致事業
・スポーツ大会誘致推進事業
・全日本グランドベテランソフトテニ
ス大会開催支援事業

83

スポーツラン
ドみやざきの
推進

○プロ野球やＪリーグ等のプロ
スポーツキャンプの受入態勢の
充実を図るとともに、プロゴル
フトーナメント等のプロスポー
ツイベントの開催を支援するな
ど、スポーツランドみやざきの
認知度の向上と誘客の促進を図
る。

○温暖な気候や自然に恵まれ、
スポーツ施設などの良好な環境
を国内外に発信し、アマチュア
スポーツの大会や合宿を誘致す
るなど、スポーツランドみやざ
きの取組を推進する。

農政企画課
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※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

91

ジュニア世代の全日本代表選手
を選考する大会を固定開催する
ことにより、「ソフトテニスの
聖地」を全国に発信するととも
に、トップレベルのプレーに触
れることで本市の中・高生の競
技力向上に繋がる。

大会時期の本市では、プロス
ポーツキャンプ、ゴルフトーナ
メントが開催されている。異種
競技のトップ選手や関係者の講
話や交流が出来れば、他にはな
い大会となる。

大会期間中の講話の一つとし
て、他競技からヒントを得るた
め、読売ジャイアンツ・福岡ソ
フトバンクホークス・日本プロ
ゴルフ協会に打診をしたが実現
には至らなかった。今後も働き
かけていく。

・ソフトテニスジュニアジャパンカッ
プ事業

文化スポー
ツ課

観光客受入環
境の充実

○観光地や公共施設等における
Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備、多言語
表記による観光案内版の設置等
を推進し、外国人観光客の利便
性向上を図る。

○ホテルや旅館等が実施する建
物の増改築や、Ｗｉ－Ｆｉ環境
の整備等の設備投資に要する費
用の負担を軽減し、国内外から
の観光客の受入環境の充実を図
る。

外国人宿泊者
数

100,300人
（Ｈ25）

200,000人
（Ｈ31）

宮崎市観光
統計

92 -

現在集計中
（8月末公表予定）

・28年3月17日より、を青島神
社、宮崎神宮、道の駅フェニッ
クスの3箇所でWi-Fiサービスを
開始。

・ホテル・旅館等について申請
のあった21施設に対し、設備投
資の補助を行う。

Wi-FiのAP（アクセスポイン
ト）の活用方法の検討

県による「地域連携・官民連携
による宮崎版ＤＭＯ推進事業」
において、MIYAZAKI FREE Wi-
Fi活用事業が掲げられているた
め、連携を図りながら、市独自
の活用方法について検討を進め
る。

・ホテル・旅館等施設整備推進事業
・観光地Ｗｉ-Ｆｉ環境整備事業
・青島オリジナルデザイン整備事業

観光戦略課

国内外におけ
る物産展の売

上額

4,322万円
（H26）

4,500万円
（H31）

市商業労政
課調べ

93
3,888万円
（H27）

H27年度のシンガ
ポール物産展では
出展者数が減少し
たことに伴い、H31
年度の目標値を下
回った。

宮崎・橿原両市で開催する物産
展のほか、シンガポールでの物
産展を支援することで、地元特
産品の認知度も上がっている。

H28年度のシンガポール物産展
が中止となったことから、物産
協会などとの調整を図りなが
ら、今後の新たな海外での販売
展開を検討する必要がある。

物産展を軸とした地元企業の支
援を引き続き行いながら、海外
での販売展開の再構築を図り、
有効な支援に努める。

・みやざき特産品海外販売定着支援事
業
・物産と観光展開催支援事業
・姉妹都市５０周年記念「宮崎と橿原
の物産と観光展」開催事業

商業労政課

ＰＲ活動や消費拡大活動は、短
期的には成果が現れにくく、農
家の所得向上につながる効果的
なＰＲ方法を検討する必要があ
る。

　引き続き、「みやざき中央農
産物ファン拡大事業委員会」や
「みやざき畜産物消費拡大推進
協議会」が取り組む事業を支援
するとともに、みやざきの農畜
産物の消費拡大やブランド化に
関する取り組みを支援する。

・みやざきどれ農畜産物ブランド力
アップ事業
・みやざきどれ農産物ブランド力アッ
プ事業
・みやざきの畜産物販売促進活動事業

　産地が小規模なため、安定供
給が出来ないなど、生産体制が
十分でない。また、知名度低い
ため、産地などの情報が、バイ
ヤーや消費者に伝わりにくい。

　販売促進活動とともに、レシ
ピや加工品開発の提案など、プ
ロモーションを展開し、小口の
販路を増やす。

・地域特産農産物ブランディング事業

95

・奈良県橿原市との姉妹都市50
周年記念の節目にあたり、橿原
市内のデパートで開催した物産
と観光展において、神武天皇で
つながる両市の魅力を広くPRす
る。

・神話についてのPR効果として
十分な成果を得られた。

・平成28年度で事業終了

・姉妹都市５０周年記念「宮崎と橿原
の物産と観光展」開催事業

観光戦略課

・市産農林水産物を活用した加
工品を製造・販売する事業者の
支援のため、関係各課が連携し
情報共有を図るため、みやＰＥ
Ｃ推進機構や宮崎物産協会と定
期的な連絡会議を開催するなど
協力・連携体制の確立
・本市の食育を推進する上での
統一的なテーマとして、生活習
慣病の予防に役立つ「野菜」の
摂取を促す『ＭＶＰ３５０』の
取組みを重点的に推進する。

・農産物等海外輸出支援事業
・６次化商品販路開拓事業
・みやざき食の魅力発信プロジェクト
事業
・野菜消費日本一食育推進事業

農政企画課

・ＪＡ宮崎中央を始めとした、
海外輸出に取り組む事業者への
支援
・みやＰＥＣ推進機構による県
外での商談会や上海への輸出に
係るﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ“宮崎の旬”
を楽しむ企画、ｽｲｰﾂﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等
の実施
・健康づくりｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開催や
ＭＶＰ３５０への取組を通じ
て、食育・地産地消への促進が
図られる。

・生鮮品の輸出は輸送手段（ｺｽ
ﾄ）や残留農薬規制等でのﾊｰﾄﾞﾙ
が高いため、比較的賞味期限の
長い加工品が中心とならざるを
得ない。
・全国平均以下の野菜摂取量を
増やし宮崎産の野菜消費拡大を
図るため、食と健康をテーマと
した食育・地産地消への取組

96

57億2千万円
（H27）

ブランド認証品目
の販売額が前年度
を上回っている。
また、平成27年度
に新たに2品目（み
やざきコチョウラ
ン、みやざきせん
ぎり大根）が認証
を受けた。

　安全・安心なみやざきの農産
物や畜産物への理解と信頼を獲
得するため、宮崎市や国富町、
ＪＡ宮崎中央及び生産者で組織
する「みやざき中央農産物ファ
ン拡大事業委員会」や「みやざ
き畜産物消費拡大推進協議会」
が取り組む事業を支援するほ

か、大都市圏のバイヤーや消費
者へのＰＲ活動や販売促進活動
の経費の一部を助成するなど、
消費拡大とブランド化を推進し

た。
　また、地域の特色ある農産物
の生産及び産地の確立、魅力の
向上（ブランド化）を図るた

め、販路拡大のための販売促進
活動や農産物流通コンサルタン
トによる研修会などの取組みを

支援した。

農業振興課
54億2千万円
（Ｈ26）

60億円
（Ｈ31）

市農業振興
課調べ

94

国内外の市場
開拓

○宮崎物産協会が国内外で開催
する物産展等を支援し、特産品
や農畜産物の市場開拓や販路拡
大を図る。

○周辺の自治体や関係団体と連
携して、農林水産物のブランド
化を推進するとともに、関係団
体等が行う海外への輸送等に要
する費用の負担を軽減し、国内
外への販路拡大を図る。

○農商工連携や６次産業化で開
発した商品のプロモーション、
県内外のシェフを活用した食材
のＰＲなど、官民の多様な団体
で構成するみやＰＥＣ推進機構
の取組を支援し、農林水産物や
加工品の消費拡大や販路拡大を
図る。

農産物のブラ
ンド認証品の

売上額
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重点項目
基本的
方向

実績値 担当課

38.0%
(H27.11調査)

都市計画課

A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 目標値 出典等 No. 実績値 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性
主要施策に関連する事務事業など

※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

良好な市街地
が整備され、
都市機能がコ
ンパクトにま
とまっている
と思う人の割
合

24.9％
（H26）

30％
（H31）

市民意識調査 97
24.3%

(H27.11調
査)

人口減少社会を見
据え、持続可能な
都市構造を目指
し、引続き立地適
正化計画の策定を
検討していく。

立地適正化計画の策定を
行っている自治体の先進
地視察を実施するなど、
事例調査を行った。

拡大・拡散化した市街地
から集約型都市構造への
転換に対する市民の理解
が課題である。

今年度実施する「都市構
造に関する基礎調査及び
課題の分析」等を踏ま
え、立地適正化計画の策
定を検討していく。 ・立地適正化計画策定の検討 都市計画課

98

公共施設等総合管理計画
の策定について講習会の
参加、他都市の策定内容
についの情報収集。
ハコモノ施設の修繕更新
費用の試算及び計画の骨
子（案）の作成。

今後の財源見込みについ
ての検討、計画の数値目
標の検討

公共施設等の現況や課題
を整理し、管理に関する
基本的な方針を定め、平
成28年度までに策定を行
う。 ・公共施設等総合管理計画策定事業 財政課

99

平成27年12月議会で債務
負担行為の承認後、事業
提案の公募を行い１事業
業者より提案があった。
平成28年2月の事業提案委
員会において優先交渉権
者に決定され、詳細協議
を進めている。

省エネに特化した事業で
あるため、公募での募集
となったが、地域経済へ
の影響を踏まえ、地元事
業者の事業参画につい
て、特別な配慮が必要で
ある。

優先交渉権者が県外事業
者であるため、地域経済
への貢献を鑑み、詳細協
議の中で、地元事業者の
積極的な活用をお願いし
ている。

・宮崎市総合福祉保健センター等ＥＳ
ＣＯ事業

福祉総務課

100

ＰＦＩ法に基づく導入に
向けた移行事務を適切に
遂行した。
・事業者意識調査の実施
・導入可能性調査の実施
・実施方針の策定・公表

・ＰＦＩの受け皿となる
事業者の動向
・事業者選定における評
価基準の策定
・事業者選定結果に基づ
き、市の関与を明確化

ＰＦＩ法に基づく移行事
務を適切に遂行すること
を念頭に、ＰＦＩ導入ス
ケジュールに基づき、準
備作業を適切かつ円滑に
行う。

・公設合併処理浄化槽に伴うＰＦＩ導
入事業

廃棄物対策
課

101

市町界に係る県道の整備
促進を各市町と合同で要
望し、平成28年度の道路
整備予算を確保した。

①各事業完了時期の前倒
し

②県道以外に必要なイン
フラ整備等の研究

①引き続き、各市町と連
携して整備促進を図る

②各市町との情報交換を
図る

・インフラ整備等に係る情報交換 土木課

幹線道路の整備促進を図るとともに、官民が連携し、公共交通
の利便性向上に取組んでいる。

都市機能の集
約化

○今後の公共施設やインフラ等
の利用需要の変化を踏まえ、長
期的な視点から公共施設等総合
管理計画を策定し、更新や統廃
合、長寿命化、今後増大する維
持管理費の低減など、公共施設
等の最適な配置や運営に向けた
取組を推進するとともに、関係
機関と連携したインフラの整備
のほか、公民連携による公的不
動産の利活用を検討し、財政負
担の軽減や平準化を図る。

○人口減少社会の進展を見据
え、日常生活に必要となる公共
サービスが身近に存在する都市
構造を目指して、都市再生特別
措置法に基づく立地適正化計画
の策定を検討する。

幹線道路網が整備され、公共交通の利便性が確保されている
と思う人の割合

37.7％
（H26）

40％
（H31）

市民意識調査

広域公共交通網やインフラの維
持・整備

■ 都市機能の維持・強化を図るため、インフラの長寿命化、公共施設の総量の適正化や質を向上させる取組を推進し、民間活力を最大限に生かした管理運営を行うとともに、公民連携による公的不
動産の利活用を図る。
■ 都市拠点間を結ぶ陸・海・空路における移動手段を確保するとともに、生活機能を維持していくため、地域の多様な主体が連携し、路線バスの維持やコミュニティバス等の運行など、地域におけ
る交通ネットワークを構築する。
■ コールドチェーンを踏まえ、トラック輸送におけるネットワークの構築を図るとともに、モーダルシフトを推進することで、物流体制を確保する。

重点目標
現況値

(計画策定時）
目標値 出典等 実績値に対する説明
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A B C D E F G H I J K L M N

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ 現況 目標値 出典等 No. 実績値 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性
主要施策に関連する事務事業など

※下線付きは都市圏ビジョンに位置付
けられている事業

担当課

主要バスター
ミナルにおけ
る路線バス乗

降客数

1,435,449人
（Ｈ26）

1,543,000人
（Ｈ31）

市都市計画課 102 －

平成29年4月に平成
28年度実績が確定
予定。

路線バスやコミュニティ
バスの運行主体に、運行
経費の一部を補助するこ
とにより、地域に必要な
交通手段が維持されてい
る。

路線バス利用者の減少や
超高齢社会において、地
域の公共交通をどのよう
に維持確保するかが課題
である。

今後の利用需要の変化を
踏まえ、公共交通網の再
構築による交通ネット
ワークの形成を検討す
る。

・コミュニティバス運行補助事業
・地方バス路線存続支援事業
・地域公共交通網形成計画策定の検討

都市計画課

宮崎空港路線
利用者数

286万人
（Ｈ26）

310万人
（Ｈ31）

市企画政策課
調べ

103
299万人
(H27)

順調に増加してい
る。

フェリー旅客
数

166,693人
（Ｈ26）

199,000人
（Ｈ31）

市企画政策課
調べ

104
177,737人

(H27)

順調に増加してい
る。

物流体制の整
備

○関係機関や関係団体等と連携
した取組を推進するともに、宮
崎港の定期航路や宮崎空港の国
際航空を利用する輸送に要する
費用の負担を軽減し、港や空港
における物流の活性化を図る。

○トラック輸送におけるネット
ワークの構築やモーダルシフト
の推進など、物流の活性化に向
けた取組を検討する。

宮崎港の取扱
貨物量

7,789千トン
（Ｈ26）

8,950千トン
（Ｈ31）

市企画政策課
調べ

105
7,280千トン
（Ｈ27）

取扱貨物量は減少
しているが、フェ
リーに関しては消
費税増税時に駆け
込み需要があった
Ｈ25のトラック台
数を維持してい
る。

・宮崎港の定期航路を利
用する輸送業者に対し
て、一ツ葉有料道路の通
行料金の補助を実施し、
宮崎港振興協会の新規加
入があった。
・国際航空貨物の取扱事
業者に対する補助事業を
実施し、宮崎空港の貿易
額が増加した。
・宮崎市物流活性化検討
会を設立し、物流戦略に
ついて検討した。

・各補助事業を利用する
事業者が想定より少な
かった。

・物流活性化検討会で検
討した施策の実現。

・各補助事業を利用する
事業者が増加するよう改
正し、輸送コストの削減
や輸送時間の短縮によ
り、宮崎港の利用促進や
海外へのビジネス拡大を
推進していく。

・物流活性化検討会にお
いて、共同配送等の施策
を構築し、実効性あるも
のとする。

・宮崎港振興協会運営事業
・宮崎港物流活性化支援事業
・宮崎空港国際便利用促進事業
・宮崎ブーゲンビリア空港国際航空便
利用促進事業（国際航空貨物輸出支援
事業）
・物流活性化検討事業
・宮崎市物流戦略支援事業

企画政策課

・ＪＲ九州ＩＣカード導入支援事業
・長距離フェリー航路活性化緊急対策
支援事業
・東九州自動車道利用促進事業
・東九州自動車道ＳＡ・ＰＡ活用ＰＲ
事業
・宮崎空港国際便利用促進事業（国際
定期チャーター便誘致事業、路線維
持・充実事業）
・宮崎ブーゲンビリア空港国際航空便
利用促進事業（国際航空便集中送客支
援事業、国際定期便路線維持・充実事
業）
・総合交通対策事業（宮崎空港振興協
議会）

企画政策課

広域公共交通
網の構築

○団体利用の支援や関係機関と
連携したＰＲ等により、長距離
フェリーや宮崎空港の利用を促
進し、国内外からの入込客数の
増加を図る。

○官民が連携して、日常生活や
ビジネス、観光等の主要な交通
機関となる路線バスの運行を維
持するとともに、地域の多様な
主体によるコミュニティバスや
デマンド交通等の運営を支援す
るなど、日常生活に必要な交通
手段の確保を図るほか、今後の
利用需要の変化を踏まえ、公共
交通網の再構築による広域的な
交通ネットワークの形成を検討
する。

・関係機関と連携した団
体利用の支援やPR等の支
援を行った。円安による
外国人旅行客の増加に加
え、香港線の就航、県内
初のLCC就航など新規路線
の開設による効果もあ
り、空港利用者数が増加
した結果となった。
・県と連携し長距離フェ
リー運航会社が取組む旅
客利用促進対策を支援し
た。神戸航路への変更
(H26.10月）を機に旅客数
は順調に増加している。

・熊本地震による観光需
要の低下が懸念される。

・県や関係機関、関係部
局と連携を図り、人流対
策を着実に展開していく
必要がある（宮崎ブーゲ
ンビリア空港国際航空便
利用促進事業、長距離
フェリー航路活性化緊急
対策支援事業）。
・人流対策のみならず物
流対策もあわせて講じて
いく必要がある（下段：
物流体制の整備参照）。
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